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１．法人の概要 

 （１）建学の精神 

   恵泉女学園は１９２９年河井道によって創立された。学園の教育理念は、第１にキリスト教精神に基づいて

自立した女性を育てること、第２に平和への使命を自覚し平和をつくり出す女性を育てること、第３に自然を

愛し育み、美しい文化環境を創造する女性を育てることにあった。これらは、中学・高等学校、大学において

「聖書」「国際」「園芸」を柱とする教育に継承され、確立されている。 

 

 （２）学校法人の沿革 

１９２９年３月 恵泉女学園新設認可 

１９３４年４月 普通部の上に２年制の高等部（文科・家事科）を開設 

１９３４年９月 財団法人設立認可 

１９４３年４月 高等部に園芸科を増設 

１９４５年３月 恵泉女子農芸専門学校設置認可 

１９４７年３月 恵泉女子農芸専門学校の名称を恵泉女学園専門学校と変更し､農芸科・英文科設置 

１９４７年４月 中学校発足 

１９４８年４月 高等学校発足 

１９５０年４月 短期大学（英文科、園芸科）開学 

１９５１年３月 学校法人認可 

１９５４年４月 恵泉園芸センター開設 

１９６５年１１月 短期大学園芸生活科、伊勢原へ移転 

１９８６年１０月 短期大学英文学科、多摩に移転 

１９８８年４月  恵泉女学園大学人文学部（日本文化学科、英米文化学科）開学 

１９９７年４月  大学平和文化研究所開所 

１９９８年４月  大学人文学部国際社会文化学科開設 

１９９９年３月  短期大学英文学科廃止 

１９９９年４月  中学・高等学校の６年一貫教育を開始 

２００１年４月  大学人文学部人間環境学科及び大学院人文学研究科設置 

       短期大学の名称を園芸短期大学に変更 

２００３年４月 大学園芸文化研究所開所 

２００５年３月  園芸短期大学廃止 

２００５年４月 大学２学部５学科に再編 

          人 文 学 部：日本語日本文化学科、英語コミュニケーション学科、文化学科 

           人間社会学部：国際社会学科、人間環境学科 

２００７年２月 大学キリスト教文化研究所開所 

２００７年４月 大学院人間社会学研究科設置 

２００７年１０月 多摩キャンパス隣接施設設備取得（旧都立南野高校跡地） 

２００９年４月 大学院人間社会学研究科の科名を平和学研究科に変更 

２０１０年３月 蓼科ガーデンを教育部門に移管 

２０１１年４月 中高一貫教育校（併設型）認可 

２０１２年５月 大学人文学部文化学科の歴史文化学科への名称変更申請 

２０１２年６月 大学人間社会学部社会園芸学科の設置届出 

２０１３年４月 大学人文学部文化学科、歴史文化学科へ名称変更 

              大学人間社会学部社会園芸学科設置 

２０１３年 5 月 大学人間社会学部人間環境学科の現代社会学科への名称変更申請 
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２０１４年 4 月 大学人間社会学部人間環境学科、現代社会学科へ名称変更 

２０１４年１１月 恵泉女学園花と平和のミュージアム開館 

２０１５年 2 月 大学人文学部歴史文化学科、人間社会学部現代社会学科の 2017 年度からの 

              募集停止を文部科学省に報告 

２０１６年１２月 大学人文学部歴史文化学科、人間社会学部現代社会学科の募集停止に伴う収容定 

              員関係学則変更を文部科学省に届出 

２０１８年１２月 恵泉園芸センターのフラワーショップ、フラワースクール事業終了 

 

（３）設置する学校・学部・学科等 

 

設置する学校 

（所在地） 
開校年月 学部・学科等 摘 要 

恵泉女学園大学 

（多摩市南野２－１０－１） 

１９８８年４月 

２００５年４月 

人 文 学 部 

人間社会学部 

2013 年 4 月 

2 学部６学科に再編 

恵泉女学園大学大学院 

（同上） 

２００１年４月 

２００７年４月 

人文学研究科 

平和学研究科 

２００９年４月人間社会

学研究科から科名変更 

恵泉女学園高等学校 

（世田谷区船橋５－８－１） 

１９４８年４月 

 

 

全日制（普通科） 

２０１１年４月 

中高一貫教育校 

（併設型） 恵泉女学園中学校（同上） １９４７年４月  

 

（４）学校・学部・学科等の学生生徒数の状況 

                                             □ 2,095 名（2018 年５月１日現在） 

学校名等 
入 学 

定 員 

編入学 

収容定員 

収 容 

定 員 

現員数 

恵泉女学園大学 

大学院 

人文学研究科 5  10 10 

平和学研究科 7  14 15 

研究科計 12  24 25 

人文学部 

日本語日本文化学科 60 6 246 165 

英語コミュニケーション学科 70 8 288 192 

歴史文化学科 - 6 126 74 

学科計 130 20 660 431 

人間社会学部 

国際社会学科 90 6 366 222 

現代社会学科 - 6 126 44 

社会園芸学科 70 8 288 184 

学科計 160 20 780 450 

学部系 290 40 1,440 881 

大学計 302 40 1,464 906 

恵泉女学園高等学校 180  540 579 

恵泉女学園中学校 180  540 610 

中高計 360  1,080 1,189 

学園計 662 40 2,544 2,095 
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（５）役員の概要 

                                     

     □ 定員数  理事 16 名、監事 2 名                 (2018 年５月 31 日現在) 

区 分 氏  名 
常勤・非

常勤の別 
概  要 

理事長 宗雪雅幸 非常勤 
2008 年 5 月理事就任 

2009 年 7 月理事長就任 

理事 中山洋司 常勤 2016 年 4 月理事就任（学園長） 

理事 大日向雅美 常勤 2016 年 4 月理事就任（大学長） 

理事 加藤英明 常勤 2012 年 4 月理事就任（中高校長） 

理事 西原和美 常勤 2012 年 4 月理事就任（事務局長） 

理事 岩村太郎 常勤 2017 年 5 月理事就任（大学副学長） 

理事 本山早苗 常勤 2012 年 4 月理事就任（中高副校長） 

理事 中村俟子 非常勤 
2006 年 5 月～2012 年 5 月理事在任 

2012 年 5 月理事就任 

理事 塚本康子 非常勤 2018 年 5 月理事就任 

理事 那須恵子 非常勤 2013 年 7 月理事就任 

理事 石川征郎 非常勤 2017 年 7 月理事就任 

理事 一色輝生 非常勤 2017 年 7 月理事就任 

理事 広田叔弘 非常勤 2017 年 7 月理事就任 

理事 樋野興夫 非常勤 2009 年 7 月理事就任 

理事 廣瀬 薫 非常勤 2013 年 7 月理事就任 

理事 羽貝 正美 非常勤 2015 年 4 月理事就任 

監事 井堀 哲 非常勤 2013 年 7 月監事就任 

監事 高島正雄 非常勤 2006 年 5 月監事就任 
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 （６）評議員の概要                                 

□定員数 38 名  

現員数 37 名 （１名欠員） 

                                     （2018 年５月 30 日現在） 

 

 

 

 

 

  

氏 名 主な現職等  氏 名 主な現職等 

中山洋司 学園長  中村俟子 理事 

大日向雅美 大学長  那須恵子 理事 

加藤英明 中学高等学校長  塚本康子 理事 

西原和美 事務局長  金井伊津子  

（中村俟子） 園芸センター所長 内藤美佐子  

岩村太郎 大学教授・副学長  樋口孝子  

上村英明 大学教授  高橋愛子 聖学院大学教授 

漆畑智靖 大学准教授  柳 秀夫 建築設計コンサルタント／大妻女子大学非常勤講師 

樋口幸男 大学准教授  石川征郎 「人事改革オフィス」運営 

佐谷眞木人 大学教授  一色輝生 設計事務所勤務 

笹尾典代 大学教授  大串 肇 牧師 

松井信行 中高教諭（副校長）  関川瑞恵 牧師 

江田雅幸 中高教諭  萩原優治 コピーライター／編集者 

花岡尚子 中高教諭  花島光男  

原嶋夕佳 中高教諭  桃井和馬 フォトジャーナリスト 

下田千春 中高教諭  森山浩二  

本山早苗 中高教諭（副校長）  渡辺直大 医師 

賞雅郁子 内部監査室長 

安楽岡秀夫 本部事務局総務課長  

野間田せつ子 大学事務局庶務課長  

宇田川 篤 中高事務長  
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（７）教職員の概要 

    □ 本務 138 名、兼務 263 名（2018 年 5 月 1 日現在） 

      

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  □ 専任教職員数の推移 

 

  

  法人 大学 高等学校 中学校 合計 

教員 本務  40 34 26 100 

兼務  140 47 24 211 

小計  180 81 50 311 

職員 本務 3 27 6 2 38 

兼務 5 35 5 7 52 

小計 8 62 11 9 90 

合計 8 242 92 59 401 

 

本務合計 3 67 40 28 138 

（内、有期契約） 0 12 4 3 19 

兼務合計 5 175 52 31 263 

部門等 

年        度 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 前年度比 備考 

専  

任 
教
育
職
員 

中  高 63 60 60 59 60 59 61 60 -1   

大学･大学院 66 62 61 60 59 58 44 40 -4   

小計 129 122 121 119 119 117 105 100 -5   

 

         
 

       

一
般
職
員 

中  高 7 7 7 6 6 7 7 6 -1   

大学･大学院 36 34 30 32 32 30 25 23 -2   

本  部 14 13 13 10 9 8 7 9 +2   

小計 57 54 50 48 47 45 39 38 -1   

           

専任合計 186 176 171 167 166 162 144 138 -6   
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（８）組織図 

                                                    （2018 年 5 月 1 日現在）

学園広報室

学長室

メディア教育室
図書館事務室

管財課

内部監査室

総務課 学園史料室

法人・本部事務局 本部総務部 経理課

大学院
人文学研究科
平和学研究科

人文学部
日本語日本文化学科
英語コミュニケーション学科
歴史文化学科

人間社会学部
国際社会学科

監
　
事

現代社会学科
社会園芸学科

研究機構
園芸文化研究所
キリスト教文化研究所
平和文化研究所

理
事
会

花と平和のミュージアム 研究機構事務室

大学
地域連携室

学生相談室

庶務課

評
議
員
会

教務課 園芸教育室

大学事務局 学生課

入試広報室

就職進路室

IR推進室

図書館

キリスト教センター

中学・高等学校 中学・高等学校事務部

収益事業 恵泉園芸センター
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 （９）施設設備の状況 

   主な現有施設設備の状況は次のとおりである。 

 

2019年3月31日現在

所在地 施設等 摘要

校地 17,344 ㎡ 643,993 千円 643,993 千円

校舎 21,793 ㎡ 4,426,893 千円 1,992,515 千円

校地 51,606 ㎡ 4,490,123 千円 4,490,123 千円

校舎 33,325 ㎡ 4,733,911 千円 1,487,315 千円

校地 20,559 ㎡ 93,318 千円 93,318 千円

校舎 8,121 ㎡ 1,061,314 千円 318,233 千円

校地 12,358 ㎡ 142,500 千円 142,500 千円

校舎 473 ㎡ 9,663 千円 3,299 千円

土地 122,648 ㎡ 6,244,758 千円 6,244,758 千円

建物 63,712 ㎡ 10,231,781 千円 3,801,362 千円

面積等

実習用地

長野県茅野市
(蓼科校地）

校地
長野県軽井沢町
(軽井沢校地）

　　合　　　計

東京都世田谷区
(世田谷キャンパス）

多摩市南野
(多摩キャンパス）

伊勢原市三ノ宮
(伊勢原キャンパス）

町田市小野路
(町田校地）

4,883 ㎡ 15,572 千円

15,898 ㎡ 千円

取得価格

千円

帳簿価格

中学高等学校及び法
人本部が利用してい
る。

859,252 859,252

大学が主体となり学園
全体で利用している。

大学と中高が利用して
いる。

大学が主体となり学園
全体で利用している。

大学・大学院が利用し
ている。

千円15,572
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２．事業の概要 

（１）事業の基本方針 

 学校法人恵泉女学園は、「神を畏れ、人を愛し、いのちを育む」すなわち「キリスト教信仰に基づき、

神と人とに仕え、自然を慈しみ、世界に心を開き、平和の実現のために貢献できる女性を育成する」

という恵泉独自の教育理念を堅持し、高い人間力を持った自立した女性を育成して社会に送り出すこ

とにより、学園の社会的使命を果たすための活動を展開した。 

 理事会は、2015 年度から 2018 年度に至る 4 年間を、学園が創立 100 周年を光り輝いて迎えるため

の転換期と位置づけ、以下の 4 つの課題を柱として目標を定め、各部門がそれぞれにふさわしい具体

的教育目標と教育方策を策定して教育活動を展開して、この目標を達成することとした。 

 2018 年度はこの 4 年間の最終年度として、理事会が示した中期計画の骨子に添って各部門が策定

した具体的施策と目標値を着実に実行することを目標として事業を展開した。 

 

4 つの柱と目標 

 第 1 の柱 教育の徹底 

    自信を持って次のステップに踏み出す力をつける。 

 第 2 の柱 学びの支援 

   自立のための教育を全力で支援する。 

 第 3 の柱 社会への発信 

    社会の声を聞き、社会に学園の理念と教育成果を伝える。 

 第 4 の柱 継続と発展 

      信頼と期待に応える学園であり続ける。 

 

(2)主な事業の目的・計画及びその進捗状況 

 □法人 

 1）事業実施の基本方針 

   法人は以下の基本方針に従い、9 つの事業の実施を計画した。 

① 「恵泉女学園中期計画(2015 年度～2018 年度)」に基づいて事業を進めるとともに、4 年間

の事業の総括を行う。 

② 中期計画の 4 つの柱を実現するために、2018 年度の大学及び中学・高等学校の事業計画

の実施を支援して、学園の教育理念の実現を推進する。 

③ 特に第 4 の柱「継続と発展－信頼と期待に応える学園であり続ける」を実現するために、

組織体制と財務の両面における経営基盤の強化を図る。 

④ 中期計画の総括をもとに、次期中期計画を策定する。 

実施計画事業 

① 「恵泉女学園中期計画(2015 年度～2018 年度)」に掲げた事業の推進 

② 学園の教育理念の推進 

③ 健全な財務の構築 

④ ガバナンスの確立 

⑤ マネジメントサイクルの確立 

⑥ 事業継続性確保と危機管理体制の確立 

⑦ 次期中期計画の策定 

⑧ 人材の確保と育成 

⑨ 100 周年へ向けて 
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2）事業計画の進捗状況 

① 「恵泉女学園中期計画(2015年度～2018年度)」に掲げた事業の推進 

2015年 10月理事会で承認した「恵泉女学園中期計画(2015年度〜2018年度)」に基づいて

2018年度の事業を実施した。2018年度には計画の修正を行っていない。 

② 学園の教育理念の推進 

同窓会、恵泉会とは三者懇談会を通して学園の状況等について情報の提供と意見交換を行い、

相互理解を深めた。学園広報室の働きを活性化させ、学園のホームページ刷新を準備し、名刺

のデザイン統一など、学園一体としての広報体制を構築した。そのほか大学プレスセンターを

通しての情報発信の仕組みを維持し、各部門がマスコミに一元的に教育情報を発信できる環

境を整えている。また、学園ウェブサイト内にある、恵泉会、恵泉会友の会のお知らせページに

ついてはサイトの仕組みを用いて、それぞれが独自にタイムリーな情報を発信できるようにして

いる。学園内部の情報発信は、原則としてウェブサイト上の本部報告によって行った。 

③ 健全な財務の構築 

大学の 2018年度入学者数は、前年比では増加となったが入学定員には届かず、収容定員充

足率は 63%に留まった。これに対応するため、期末勤勉手当の大学教員-3.4 カ月分、一般職

員-2カ月分、退職教職員の補充の抑制、特任教員の活用等の人件費抑制策は継続した。その

結果、人件費率は 65.1%と昨年度 66.2%から僅かではあるが改善した。課題であった必要な

設備更新も実施したが、各事業にて経費削減を図り、予算比で金融資産は 266百万円増加し

た。また、大学の 2019年度入学者数は入学定員を上回る 361（定員 290）名を確保できたこと

は、2019年度以降の財務改善への好材料となった。 

④ ガバナンスの確立 

事務長会、学園学校会議を通して各部門からの運営情報を把握した。学園長は週 2日以上大

学に出勤し、学長室会議メンバーとして積極的に大学の運営のサポートを行い、事務長会にも

加わり学園全体の課題を解決に努めた。 

諸規程の整備については、変形労働時間制導入に対応する就業規則、役職者の任用規程等

の改定を行った。 

⑤ マネジメントサイクルの確立 

昨年度の大学基準協会による大学評価、また当年度の文部科学省による学校法人運営調査

を受け、その準備過程および結果により学園の課題が明らかになっている。この改善のために、

次期 2019-2022中期計画および 2019年度事業計画の策定では、PDCAサイクルでのマネジ

メントを意識した構成としている。また、これを検証するために、事務長会の規程を改定し、学園

の課題を改善へとつなげる会議として明確にした。 

⑥ 事業継続性確保と危機管理体制の確立 

理事会では、アンケートによる学校評価結果及び今後の収支シミュレーションなどを基に、学園

の今後の方向性について検証を行った。学生生徒の安全確保の観点からは、校舎及び外構部

の安全確認と今後の安全環境維持・確認方法の点検を行った。 

⑦ 次期中期計画の策定 

理事長・学園長・各学校長・法人事務局により構成された中期計画委員会を中心として策定作

業を行ったが、これに先立ち各学校の教職員から学校の問題点・改善方策等を聴取し、作成の

時期から教職員全体が中期計画を共有できる形で積み上げて策定している。2019年 5月には

学園の中期計画として成立する見通しである。 

⑧ 人材の確保と育成 

中高教員の労働実態を労働関係諸法令に則したものとするために、変形労働時間制導入への

検討を進め、新たな就業規則のもとでの三六協定を締結した。教職員への福利厚生の一環とし

ては、年次有給休暇の積立保存制度を導入した。また、教職員が外部カウンセラーへの相談が
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できるような環境を検討した。一般職員では、各々のスキルアップを支援する制度を検討した。 

⑨ 100周年へ向けて 

100 周年記念事業準備委員会を開催し、理事会が担う 100 周年事業委員会を発足した。ま

た、記念史編纂、式典、募金事業、大学及び中高それぞれの記念事業実施に向けた小委

員会の設置を決議した。 
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□中学高等学校 

1）基本方針  

本校は学園創立以来の建学の理念を実現するために、「キリスト教の信仰に基づき、神と人とに

仕え、自然を慈しみ、世界に心を開き、平和実現のために貢献できる女性を育成する」ことを教

育の目標とする。「聖書・国際・園芸」を生徒の能力と感性を磨く恵泉教育の特色と位置付けて、

毎日の礼拝を大切に守り、教科・教科外において活発な教育活動を展開する。 

さらに、グローバル時代に通用する 21 世紀型教育への挑戦として、社会環境の変化と求められる

人材像に応えるために、「聖書・国際・園芸」を時代のニーズに対応させつつ教育を展開してい

く。 

育てたい生徒像はこれまで同様以下の通りだが、新たな中期計画に基づき、入学した生徒を 6 年

間大切に育てる「6 年一貫教育」の姿勢を強化していく。外部進学者・中途退学者を減少させる方

針で、中学は「大切な存在としての自己認識」を高め、高校は「進路開拓の充実」など、様々な

取り組みを行っていく。 

① 個としての自覚に目覚めた女性 

② 平和への不屈の意志をもつ女性 

③ いのちを育てる楽しさと尊さを知っている女性 

④ 知的探究心と確かな学力を備えた女性 

 

2）事業の概要 

１．教育の徹底 

 （ア）人間性の涵養・心を育む 

① 聖書：「道徳」を凌駕するキリスト教教育 

 国が進めている「道徳」の教科化に対して、道徳を切り口とするキリスト教教育の体系

化に取り組む。 

 毎日の礼拝を大切に守り、聖書に基づく人間理解を、授業・礼拝・日々の生活を通して

生徒に伝え、真の人間としての発展を図る。 

 生徒に近隣の教会を紹介し、日曜日の礼拝出席を奨励していく。 

【報告】 

 文部科学省学習指導要領教科「道徳」の 4 分野 22 項目に対応する中学校「聖書」のシ

ラバスと「行事」の対応表を完成させた。 

 毎年 1 年生に近隣 5 教会の協力をいただいて教会訪問を継続実施している。 

 

② 国際：平和を基軸とした「国際」を教育活動の中で推し進める（平和教育の推進） 

 多様な文化、多様な価値観の中で互いに認め合い尊重し合える人、学びと奉仕の心をも

って社会貢献を果たし自己実現を図る自立した人を育成する。 

 2016 年度に導入した「中期留学プログラム」「エンパワーメントプログラム」等の更な

る充実を図る。 

 近隣アジア諸国との文化交流の一環として、タイの学校との交流を開始する。 

【報告】 

 平和学習で、坂田雅子先生のドキュメンタリー映画「わたしの、終わらない旅」の上映

と講演、また、創立記念式典では、ノーベル平和賞を受賞した NPO 法人「I CAN」の国

際運営委員川崎哲先生の講演「核兵器をなくすためにできること」を行った。 

 3 年目を迎えた「中期留学プログラム」は 2018 年度は 4,5 年生 9 名の生徒が参加し、帰

国後報告会を実施した。 
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 タイ国の Takhli prechansan School に本校から生徒 18 名、教員 2 名を派遣し、秋には

タイの生徒 18 名、教員 2名が来校して文化交流を行った。2019 年度も継続実施する。 

 

③ 園芸：園芸と理科・家庭科・芸術等の連携 

 園芸と他教科の学際的な連携を図り、中学での花や野菜作りに加え、高校では実習に科

学的研究を加えることを模索する。 

【報告】 

 園芸の授業やクラブで育てた小麦やもち米を使用した調理実習や餅つきを行った。畑で

育てた綿で作る手芸もプログラムとして定着している。 

 

 （イ）学力の確保・知を育てる 

① 文科省の中央教育審議会の動きを受けて 

2014 年 12 月 22 日付の中教審の答申「新しい時代にふさわしい高大連携の実現に向けた高

等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革について」「子どもの発達や学習の

意欲・能力等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築について」を受けて、生徒に

「生きる力」「確かな学力」を育成すべくプログラムを検討し、大学入学共通テストに備

え、思考力・判断力・表現力等の能力や主体的に学習に取り組む態度の育成など質の確保

・向上を進めていく。また、主体的・対話的で深い学び（アクティブラーニング）の充実

を図る。 

【報告】 

 日頃の授業で、思考力・判断力・表現力等の能力や主体的に学習に取り組む態度の育成

など質の確保・向上を進めているので、定期テストで、新学力を測定できる問題を一部

取り入れた作成を行った。 

 

② 新学習指導要領に向けての準備 

2020 年度から順次実施される新しい学習指導要領の姿が明らかなってきたが、同時にスタ

ートする「大学入学共通テスト」とともに変化に対応させ、理解を深めつつ以下のように

準備を進める。 

 2017 年度から開始した「中学総合学力調査」を継続し、汎用能力につながる教科の思

考力・判断力・表現力の測定を行っていく。 

 4 年生から活動報告書（生徒の学校生活・成績・進路・指導履歴等の管理）の作成を

開始する。 

 新学習指導要領に対応した教務システムに更新する。 

【報告】 

 「中学総合学力調査」で汎用能力につながる教科の思考力・判断力・表現力の測定を行

い、従来の学力推移調査とのクロスチェックを行った。分析結果は各教科にフィードバ

ックして、教育改善に役立てている。 

 2018 年度は 4 年生が活動報告書（e-ポートフォリオ）の作成を開始し、振り返りの材料

となっている。また、ICT を取り入れた新しい教務システムを導入し、教育・学習活動

のトータルな把握、展開を図っている。 

 

③ 校務分掌規程の変更 

新学習指導要領を見据えつつ、本校の教育体制を整えるために、以下のように校務分掌を

変更する。 
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 教務部と進路指導部の連携を強化するために、学習指導委員会を設け、カリキュラム

の編成や生徒の進路実現のための方策を検討する。 

 「メディア教育部」と「教科外学習部」を統合し「リベラルアーツ教育部」とし、新

しい学力観に立った総合教育の拡充をめざす。 

 教務部に「国際交流主任」と「ICT 主任」を置き、国際交流と ICT 教育の拡充をめざ

す。リベラルアーツ教育部に、メディア教育主任を置き、メディアセンターの管理と、

メディア教育推進の任に当たる。 

【報告】 

 学習指導委員会を設け、カリキュラムの編成や生徒の進路実現のための方策を検討して

いる。リベラルアーツ教育部では、新しい学力観に立った総合教育の拡充をめざした。

これらは 2019 年度の教育実践に反映される。 

 メディアセンターでは、書棚をめぐることによって知的好奇心が刺激されるような空間

にすることや国際交流に関する図書館の充実をめざした。 

 

④ 生徒の学力の把握 

業者テストや TOEIC など、広く利用されている学力診断ツールを利用し、個々の生徒の学

力を効果的に把握するとともに傾向を分析し、学年と教科で共有を図り、カリキュラム、

教育方法の改善、個別の進路指導に役立てる。 

【報告】 

 個々の生徒の学力を GTZ（合格到達ゾーン）で把握するとともに時系列で傾向を分析し、

学年と教科で共有を図り、カリキュラム、教育方法の改善、個別の進路指導に役立てて

いる。また生徒にも、定期テストの教科別得点分布表を配布し、学習の振り返りの材料

として活用できるようにした。 

 

⑤ アカデミックプログラムの充実 

生徒たちの資質を高めるプログラム「三道（茶道・華道・書道）」「音楽系（ハンドベル

・オーケストラ・クワイヤ）」「サイエンス・アドベンチャー」「S-park」「個人レッスン」

「チューター制度」を土曜日の他、平日、長期休業期間等に行う。 

チューター制度充実のため、個別指導可能な卒業生のデータを蓄積していく。 

【報告】 

 アカデミックプログラムの充実は、ほぼ計画通りに実施できたが、チューター制度充実

についてはまだ不十分である。2019 年度に継続して推進を図る。 

 

⑥ 主体的学習の場（S-park）の充実 

5 教科型（英語・数学・国語・理科・社会）、教養講座、体験学習の充実と、更なる発展を

目指す。 

【報告】 

 S-park とは別に、新たに 5,6年生に夏期・冬期・春期講習を実施した。 

 

⑦ 現行カリキュラムの点検と充実 

 成長段階に応じた少人数制習熟度別クラスを設けることを検討する。 

 国公立大学を志望する生徒に対応できるように、高校の教育課程を点検する。 

 道徳の教科化に対応する。 

 2016 年度に開始した、chromebook を用いた授業の充実を図る。 
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【報告】 

 少人数制習熟度別クラスを英語と数学に加え、国語（古典）にも設けた。 

 進路の多様性に対応し、高校の教育課程の一部を改訂した。 

 文部科学省学習指導要領教科「道徳」の 4 分野 22 項目に対応する中学校「聖書」シラ

バスと「行事」の対応表を完成させた。 

 chromebook を用いた授業が増え、メディアセンター内のアクティブラーニングスペース

「てらこ」と「ガジュディー」の稼働率が高くなっている。 

 

⑧ 自然科学への関心を促す 

     日常生活の中から、生徒の理系教育への興味を引き出す工夫をする。（科学講演会、大学

訪問等） 

【報告】 

 理科好きプロジェクト“結晶をつくろう”が 2年目を終えた。参加者が 60名から 90 名に

増加した。また、課外サイエンス・アドベンチャーの活動報告会や、学外研究会の競技会

での発表を実施した。 

 理科の授業・実験における生徒の理解の補助と探究的な実験実施のため、東京都の理科教

育施設設備費補助金を活用して実験設備の充実を図った。 

 これらの取り組みにより、高校 1 年生の 86.1％が「理科が好き」という調査結果が得られ

ている。 

 

⑨ 読書教育の推進 

     読書教育を重要な教育活動のひとつと捉え、6 年間のプログラムを確立する。最終的な目標

として、新書レベルの本を年に数冊から 10 冊は読むことができる力をつける。生活におい

て「読むこと」を習慣化し、生涯にわたって学び続ける姿勢を育成する。 

【報告】 

 2018 年度の図書貸し出し状況は以下のとおりである。 

学年 貸出冊数 1 人当たり貸出冊数 

1 年生 7,368 35.8 

2 年生 5,786 27.8 

3 年生 3,161 16.1 

4 年生 733 3.8 

5 年生 750 3.7 

6 年生 712 4.0 

合計 18,510 15.6 

 

⑩ ICT 活用 

     新しい学習をサポートする BYOD（Bring Your Own Device）を検討する。 

【報告】 

 学習環境の整備も含め、継続課題となっている。 

 

 （ウ）教育成果の検証 

① 学力推移調査 

学力推移調査結果を基に、生徒が学習習慣・サイクルを身につけ、興味関心を広げられる

よう支援する。また、教科ごとに調査の分析を行い、指導に役立てていく。 
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【報告】 

 学年・教科で実施中である。 

 

② 学校評価 

教育の内容・成果等について、以下のように評価を受け、学校として教育力や教職員の意

欲を向上できるよう、学校評価委員会等から改善案を提案する。評価結果をまとめ、随時、

監事及び理事会に報告する。 

 2016 年度に実施した「学校評価アンケート」の分析結果を今後の教育活動に役立てると

ともに、今後も継続的に実施していく。 

 外部の有識者（教員研修会講師など）の評価・提案を吟味し、迅速な対処・対応を行う。

多様な視点からの意見により、問題点の見極めと改革・改善策を見出す努力を行う。 

 入試志願者数の推移を大切な外部評価のひとつと受け止め、教育内容の改革・改善を図

る。 

 保護者会（年４回）・授業参観・恵泉デー・スプリングコンサート・講演会等の開催お

よびウェブサイトなどにより、教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を積極的

に提供する。 

 授業参観アンケートなどにより恵泉会その他の学校関係者による評価を受けるとともに、

その結果を教科、学年で共有する。 

 入学者のアンケートを分析し、競合校との比較を行うとともに、本校の評価を高める努

力をする。 

 進学先の多様化が確保されていることを確認する。 

【報告】 

 「学校評価アンケート」の結果を踏まえ、2018 年度の外部講師による教員研修会では教

育方法の共有とスキルアップを図った。「授業参観アンケート」は教員にフィードバッ

クして、授業改善やアドバイスに活用している。継続的に実施している複数の学校評価

の結果を受け、2018 年度は特に理科教育の改革と ICT教育の充実を図った。理科教育で

は、理科好きプロジェクトや課外サイエンス・アドベンチャーの教育活動を展開し、ICT

教育では、例えば、中 1対象のプログラミング学習を夏期・冬期・春期に設けて延べ 100

人ほどの生徒が参加した。中学入試時の外部指標となっている偏差値に関わらず、卒業

時の進路選択結果は良好な実績となっている。今後さらに教育内容の改革・改善に努め

ていく。 

 

 （エ）教育力の向上 

 年 2 回行う教員研修会により、教員の教育力の向上を図る。 

 教員の育成として、可能な限り外部機関での研修等を積極的に提供する。（キリスト教

学校教育同盟、私学教育研究所等が主催する各種教員向け研修会の積極的な活用） 

 海外プログラムの引率に関しては、英語科教員を軸に他教科の教員にも研修機会を与え、

学園の国際教育を担う人材の育成に努める。 

 生徒の ICT リテラシーの向上を目指し、chromebook の活用を充実させる。 

 グループウェアを利用して、職員会議資料の iPad での閲覧の実施を目指す。 

【報告】 

 毎年教員の教育力の向上のために教員研修会を実施している。2018 年度は、早稲田大学

大学院教育学研究科高橋あつ子氏を講師として「UDL1アプローチによる授業づくり」を

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             
1 Universal design for learning  UDL とは、生徒の取り組み、学び、理解に対して教員が多様な方

法を提供すること。 
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テーマに基礎編と実践編の 2 回実施した。 

 生徒の ICT リテラシーの向上を目指し、chromebook の活用を充実させた。メディアセン

ターのアクティブラーニングスペース「てらこ」と「ガジュディー」ともに稼働率がア

ップした。 

 教職員のグループウェアを導入し、情報共有や資料提供が効率的にできるようになった。 

 

２．学びの支援 

 （ア）学習支援の確立 

① オーストラリア中期留学制度 

2016 年度に開始したオーストラリアでの中期留学制度を充実させる。参加する生徒の英語

力の向上、異文化体験のみならず、将来、世界の舞台で活躍できる国際感覚に優れた人材

の育成に力を入れていく。 

【報告】 

 3 年目となった中期留学制度は、生徒・保護者にも周知、定着し、2018 年度は 9 名が参加

した。帰国後すぐに保護者も交えた報告会を実施して、体験学習の効果を検証している。 

 

② タイの学校との交流 

互いの文化、歴史に関心をもち、友好関係を築き、将来アジアでのビジネス等への視野を

広げることを目的とし、タイの学校との交流を開始する。具体的には 8 月に訪問、10 月に

受け入れを行う。 

【報告】 

 タイ国の Takhli prechansan School に本校から 4,5 年生生徒 18 名、教員 2 名を派遣し、

秋にはタイの生徒 18 名、教員 2 名が来校した。相互にホームスティするなど、生徒同士

の交流を深めた。 

 

③ 情報を活用した学び方の系統的指導 

 情報・メディアを活用して学ぶ方法（課題の見付け方やつくりかた、目的や意図に応じ

た情報の集め方や調べ方、整理・分析の仕方、まとめ方や表現の方法、報告や発表・討

論の仕方など）を系統的に適切に指導できる態勢を整える。 

 コンピュータ教室のパソコンをリプレイスし、更なる ICT 化の充実を図る。 

 2020 年度以降の大学入試改革に向けて「多面的・総合的に評価する」学習支援プラット

フォームサービスを導入し活用していく。 

【報告】 

 本校内の Wi-Fi 環境を整え、コンピュータ教室のパソコンをリプレイスし、更なる ICT

化の充実を図った。また、学習支援プラットフォームサービス“Classi”を 4 年生から

導入した。併せて教務システムも更新し、生徒自身の学びとそれを指導する教員双方の

ICT環境を整備した。 

 

④ 全校で取り組む読書の習慣化 

メディアセンターの活用を促すとともに、「読書ノート」、「自学・読書」の時間、総合

におけるノンフィクション読書等、各学年において働きかけを継続し、学校全体で読書の

習慣化を目指す。また、2016 年度に開始したビブリオトークの充実を図る。 

【報告】 

 メディアセンターの生徒への図書貸出冊数は、2017 年度 19,453 冊、2018 年度 18,510 冊

であった。1 人当たりの貸出冊数も 2017 年度 16.4 冊だったところ、2018 年度は 15.6 冊
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となっている。3 年生は 2017 年度 9.1 冊、2018 年度 16.1 冊と増えたが、そのほかの学年

はいずれも減っており、全体的には微減となった。 

 

⑤ メディアセンターの読書・学習支援環境の創造 

アクティブラーニング化して環境が整った「てらこ」と「ガジュディー」で ICT 教育を充

実させていく。 

【報告】 

 「てらこ」と「ガジュディー」の年間利用授業数が 2017 年度 377 コマ、2018 年度 580

コマと 1.5 倍になった。 

 

⑥ JET プログラム（The Japan Exchange and Teaching Programme）の利用（2015 年度開始） 

ネイティブの英語指導助手によって授業のサポート等を行う「JET プログラム」を積極的に

利用し、英語の学習効果を高める。 

【報告】 

 「JET プログラム」により中高それぞれに 1 名、計 2 名の英語指導助手を配し、1～4年

次の「英会話」の学習を充実させた。 

 

⑦ イングリッシュ・ランチョンの継続 

生徒が気軽にネイティブ教員と英会話を楽しむための English Luncheon を充実させる。 

【報告】 

 教育プログラムとしての定着が図れなかった。今後の課題である。 

 

⑧ タブレット端末による学習支援 

２（エ）「ICT を活用した教育の在り方について」に準ずる。 

【報告】 

 生徒の ICT リテラシーの向上を目指し、chromebook の活用を充実させた。メディアセン

ターのアクティブラーニングスペース「てらこ」と「ガジュディー」ともに稼働率がア

ップした。双方向の授業により、生徒の自学自習を促進している。 

 

⑨ 東日本大震災の被災地との関わりによる学びの継続 

 「歌津応援プロジェクト」と称し、年 1 回訪問を継続する。 

 訪問レポートを作成し、全校生徒へ配布して学びを継続する。 

【報告】 

 震災の翌年 2012 年度から継続実施している。毎年報告書を作成して、全学的な学びと

して展開できるようにしている。 

 

⑩ 道徳教育義務化への対応 

道徳教育は「聖書」で十分網羅し、あまりあることを冒頭で述べた。この具体的作業とし

て、「道徳」で求められる４観点２４項目を中学の聖書授業シラバスに対応させる。 

【報告】 

 文部科学省学習指導要領教科「道徳」の 4 分野 22 項目に対応する中学校「聖書」のシ

ラバスと「行事」の対応表を完成させた。 

 

 （イ）進学支援の確立 

 生徒の進路実現を強力に支援する。 
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 進学先の多様化へ対応する（医学・薬学・看護系・芸術系、海外他）。 

 各教科は模試における偏差値の目標を定め、達成へ向けた具体的方策を立てる。模試の

結果は教科の内外で検証する。 

 生徒の第一志望大学への入学率向上を目指す。 

（なお、私達は、進学の数値目標の達成が生徒の進路実現のための重要な手段であること

を意識するとともに、それが本来の学びの目的とならないよう留意する。） 

 一元化した模試情報を蓄積・把握し、そのデータを用いて生徒の指導に役立てる。 

 夏期講習を 3 ターム制として更に充実させ、希望進路を実現させるプログラムを設定す

る。 

【報告】 

 教員に進路指導面接の意図を徹底し、必要に応じて面接の回数を増やすなど、生徒の進

路実現支援体制を強化した。その際、一元化した模試情報を活用して、生徒の指導に役

立てた。また、入試形態の多様化に対して、小論文指導を強化するなどの対応策を強化

した。 

 夏期講習を 3 ターム制として更に充実させた。6 年生 34 講座延べ 462 名、5 年生 17 講

座延べ 327 名の参加があった。講師は本校の教員（非常勤講師含む）が担当している。 

 2018 年度は 3 分の 1 の生徒が第一志望大学に進学した。 

 

 （ウ）奨学金の充実 

 国や都の動向に十分注意を払い、制度の変更や新たな制度の創出に対応していく。 

 勉学意欲がありながら、経済的理由により修学困難な家庭に、奨学金が配分されるよう

に配慮する。 

 公的奨学金等の制度を適切に生徒の家庭に周知するとともに、申請手続き等を確実に進

める。 

【報告】 

 個々の生徒、家庭の事情に配慮し、きめ細やかで丁寧な奨学支援に努めた。 

 

 （エ）心と身体のケア 

 相談室の開室日を拡充し、生徒の動向に注意を払いつつ必要な配慮を行う。 

 保健室、カウンセラー、担当教職員の三者の関係を密にし、必要に応じてスクール・ソ

ーシャル・ワーカーを加え、個別生徒の支援に協働してあたるとともに、生徒の全体的

傾向を総合的に分析して、生徒の指導・支援に役立てる。 

 インフルエンザ等流行性疾患に対して、罹患者数等を正確に把握し、学内での感染防止

に努める。 

 ストレスチェックを実施し、教職員の心身の健康維持と予防に努め、必要に応じてケア

チームを発足させる。 

 定期的に養護相談室連絡会、学校保健委員会を開催し、生徒、教職員の心身のケアに努

める。 

 非常勤教職員に対するインフルエンザ等流行性疾患の予防対策として、予防接種費用の

一部を中高予算で補助することとする。 

【報告】 

 インフルエンザ等流行性疾患に対して、罹患者数等を正確に把握し、学内での感染防止

に努めた結果、2018 年度は中 3 生 1クラスの学級閉鎖に留まった。また、インフルエン

ザ等流行性疾患の予防対策として非常勤教職員の予防接種費用一部補助を行った。 
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 ストレスチェックの結果を全体傾向として組織的に把握し、職場環境の改善に努めた。

その一環としてハラスメント防止の研修を実施した。 

 

 （オ）生徒生活支援 

 担任等による聞き取りで、生徒の動向といかなる支援を必要としているかを把握し、必

要に応じてカウンセラー、スクール・ソーシャル・ワーカーへの紹介、奨学金について

相談を行う。 

 改正個人情報保護法（2017 年 5 月）に則り、学園の「個人情報保護に対する基本方針」

への承諾を保護者に依頼する。 

【報告】 

 担任等による聞き取りで、生徒の動向といかなる支援を必要としているかの把握に努め、

月 1 回の養護・相談室連絡会議で共有し、対応している。 

 学園の「個人情報保護に対する基本方針」への承諾を全保護者、教職員に依頼した。 

 

 （カ）防災防犯対策の充実 

 公的な補助金を活用し、防災非常食の点検・補充を行い、非常時に備える。 

 避難訓練、AED 講習会、自衛消防訓練、防犯訓練を積極的に行い、様々な状況の中での

緊急時の行動の仕方を身に着ける防災教育を推進していく。 

 保護者一斉メール配信システムを活用し、災害時、不審者情報、休校、クラブ活動、行

事の中止等の連絡網とする。 

 2018 年度は簡易トイレを追加購入し、非常時に備え十分な数量を整える。 

 経堂小学校と緊急時の協力体制を図る。 

 リスクが発生した際に専門家に相談できる危機管理体制を整える。 

【報告】 

・ 東京都の私立学校災害時対応環境整備費助成事業を活用して、約 1600 食の防災非常食

品を補充した。 

・ 危機管理委員会を中心として計画的に避難訓練や AED講習会等を実施した。 

・ 緊急時連絡配信システムを有効に活用し、台風やインフルエンザ等に係る学校からの連

絡を適切に配信することができた。 

・ 簡易トイレ 500 人分を備えた防災用品備蓄庫付自動飲料販売機を設置した。また災害時

に適切に対応できるように設置業者の協力を得て危機管理委員会で講習会を開催した。 

・ 経堂小学校の学外避難場所として、避難訓練の受け入れを行った。 

・ 危機管理対応のため、専門家に相談できる危機管理体制を整えた。 

 

３．社会への発信 

 （ア）人材の輩出 

「個としての自覚に目覚めた女性」「平和への不屈の意志をもつ女性」「いのちを育てる

楽しさと貴さを知っている女性」「知的好奇心と確かな学力を備えた女性」を育成し、高

等教育部門へ送り出す。 

 （イ）教育理念・成果の発信 

 魅力ある学校を示す広報を継続する。 

 ウェブサイトの更なる充実を図る。毎日繰り返し見ることが楽しみになるような、生徒

の様子や学習の成果などを発信していくことを心掛ける。 

 （ウ）入試広報 
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① 2013 年度に着手した入試広報改革により、昨年度に引き続き、以下のようにマスタープラン

を定める。 

目標：偏差値 55 以上（学園の存続・発展） 

学校ビジョン：恵泉教育に賛同する第一志望者の拡大 

方策１：保護者の期待に応える（差別化） 

方策２：早期に志願者を確保する（スピード戦略） 

方策３：志願者の学校接触回数を増やす（リピート戦略） 

ポイント１：大学合格実績の向上とその証明 

ポイント２：確かな学力とその証明 

ポイント３：施設・設備の好感度 

上記を達成するために以下のように入試広報を実行する。 

② 入試広報のアピールの切り口を以下 5 つに設定する。 

「キリスト教教育」「考える恵泉」「英語の恵泉」「園芸の恵泉」と「施設・設備の充実」 

③ 塾のニーズに応える資料を配布する等、塾に対する働きかけを強化し、本校の教育を理解し

ていただき、受験生の増加を図る。 

④ スプリングコンサート後に、ミニ学校説明会を行う。 

⑤ 系列中学校をもたないキリスト教小学校への広報活動を行う。 

⑥ 近隣小学校への広報活動を強化する。 

⑦ 学校説明会、オープンスクール等の案内をビジュアル化し、受験生の招致を図る。 

⑧ 接触者に対するダイレクトメールを活用する。 

⑨ 英語ウェブサイト（簡易版）を作成する。 

⑩ 受験雑誌やウェブへ広告を掲載し、本校の教育内容の告知と知名度アップを試み、学校説明

会等イベントの増員を図る。 

⑪ SNS（Social Network Service）を活用して、最新情報提供等とイベントへの増員を図る。 

⑫ 学校説明会等のイベントでは、内容を精査し、受験生のニーズに応える情報を提供し、複数

回参加者数の向上を狙う（4 回以上参加すれば出願率は約 82％→第一志望者の拡大）。 

⑬ 広報活動を強化し、学校説明会等のイベント来場者については、前年比 5％増を目指す。 

⑭ 八幡山駅～経堂駅の路線バスのダイヤが拡大し、通学に利用できることを京王線沿線在住者

にアピールして志願者増につなげる。 

⑮ 2019 年度入試日程は以下のとおりとする。 

     2/1（金）S 方式第 1 回（午後）2 科  50 名（帰国生約 10 名を含む） 

     2/2（土）A 方式（午前）   4 科 100 名 

     2/3（日）S 方式第 2 回（午後）2 科  30 名 

【報告】 

・ 2019 年度入試結果は以下のとおりである。 

実質倍率は 1.88 倍で昨年度と変わらなかったが、合格者の入学手続き率（歩留まり率）と

入学率が約 6%向上した結果、募集定員 180 名のところ、入学者 229 名となった。 

 人数 前年度増

減 

応募者数 1,390 名 +11名 

受験者数 951名 △30 名 

合格者数 495名 +13名 

入学者数 229名 +23名 
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（エ）地域の課題解決 

 昨今の住民意識の変化などに対応するために、自治会、社会福祉協議会、近隣校等との

交流を活発に行い、教育活動への理解と支援を求める方法を模索する。 

 経堂シンフォニー商店会との交流を密にし、地域の方々との交わりを大切にする。 

【報告】 

・ 例年行っている近隣施設・商店街等での奉仕活動に加え、経堂シンフォニー商店会に恵

泉デーに合わせてイベントを開催していただき、花が植えられたプランタの配布を行っ

た。 

 

４．継続と展望 

 （ア）マネジメントサイクルの確立 

 新たに掲げた中期計画をもとに年次計画を策定し、実施していく。 

 外部評価を受け止め、教育内容の改革・改善を図る。 

【報告】 

・ 学校評価アンケートや卒業生アンケート等の結果を踏まえた教育内容の改革・改善につ

いては、着実に進めてきてはいるが、目的の明確化から成果の検証までのプロセスの共

有が不十分であり、課題となっている。 

 

 （イ）健全な財務の構築 

 入学志願者の確保に注力し、定員の 1.1 倍の入学者数を目標とする。 

 生徒数 1,160 名を維持する。 

【報告】 

・ 2019 年度は、入学定員の 1.27 倍となる 229 名の入学者を迎えた。その結果、生徒数は、

中学 635 名、高校 584 名（内留学生 3 名）、合計 1,219 名となった（2019 年 5 月 1 日現

在）。 

 

 （ウ）人材の確保と育成 

 教員の入れ替わりにより、本校の教育理念が揺らぐことのないよう、新任研修を含めた

育成プログラムを充実する。 

 専任教員 60 名を確保する。産休・育休等、休業制度を利用する教員の代替要員を確保し、

実働教員数には注意を図る。 

 グループウェアを導入し、教職員間の連絡、スケジュール管理等の効率化を図る。 

 教員の労働時間管理の方法について適切な方法を模索する。 

 非常勤講師の待遇について改善を検討する。 

【報告】 

・ 本校の教育理念の周知徹底のため、キリスト教教育を中心とした研修に新任教員を派遣

した。 

・ 2018 年 9月にグループウェアを導入し、中高教職員間の連絡、スケジュール管理等の効

率化を図った。連絡の徹底や資料等の共有に活用できている。 

・ 2017 年度から検討してきた変形労働時間制度の導入準備を進め、2019 年 4 月からの導

入が決まった。 

・ 非常勤講師懇談会等での意見を参考にしながら待遇改善を検討した。 

 

（エ）校外圃場の維持 

園芸教育の質を維持するため、中村圃場と経堂圃場は今後も利用していく。 
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いずれ中村畑を購入することを視野に入れ、2016 年度より年間 4 千万円の積み立てを開始し、

100 周年までに 4 億 5 千万を積み立てることとする。 

 

（オ）創立 100 周年に向けて 

行事や生徒の学校生活等の動画記録を集積していき、入試広報にも役立てる。 

【報告】 

・ 創立 100 周年を視野に入れて、教育活動の記録データを集積している。 

 

（カ）施設整備等 

 サーバ・PC 等情報機器の更新 

 GH 音響設備改修工事 

 校舎内照明の LED 化工事 

 HR カーテン更新 

 FH 外壁改修工事 

 空調設備更新 

 調理室のガス設備の更新 

 その他 

【報告】 

・ 東京都の助成事業を活用して、サーバ・PC 等情報機器の更新及び空調設備の更新を実施

した。 

・ 校舎内照明の LED 化工事、HR カーテンの更新、調理室のガス設備の更新は、計画通りに

実施した。 

・ GH 音響設備改修工事及び FH 外壁改修工事は 2019年度に持ち越しとなった。 
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□ 大 学 

1）基本方針 

 2018年度は学園中期計画の完成年次である。中期計画をあらためて確認し、「生涯就業力

の育成」（卒業後の人生、どこにあってもなくてはならない人材であるように育てること・いついか

なるときも生きていくことができる力の素地を作ること）を柱に、なによりも学生の教育・指導に

注力し、恵泉での学生生活が充実したものとなるよう全力で支援する。 

 2016年度から大日向学長のもと、「生涯就業力の育成」を目標として、授業改善・学年担

任による学生支援などで中退ゼロを、入試改革で V 字回復を目指してきた。諸活動はこの目

標のもとで行われ、「恵泉は変わります」、また「恵泉は変わり続けていきます」の宣言を

行ってきた。 

 2018年度の事業はこの目標を引き継ぐ。実施にあたって、何よりも注力すべきことは、「在

学生をよりよく育てて社会に送り出す」ということである。そこにこそ大学の使命がある。

これを全教職員一同、改めて共有したい。 

 在学生の教育効果をあげて、より満足度を高め、誇りを持って卒業させることが、恵泉女

学園大学の社会的意義を確立するものである。それは同時に、受験生・新たな入学生を得る

ことにも直結する。そのためにはまず、このキャンパスで学ぶ学生の生涯就業力育成を、自

分たち自身の責務として実現しなければならない。 

 学生の教育・支援に重点を置いた教育研究活動の展開こそが、2018年度事業計画策定の基

本と考える。 

（2017.12.21.教授会 学長報告要旨） 

 

2）事業計画の概要 

 冒頭に掲げた方針のもと、以下４つの事業すなわち、①生涯就業力プログラム「凛として生きる」

による基礎学力の確保と豊かな人間力の育成、②社会人教育「園芸スコレー」の始動、③教育成

果の見える化の推進、④将来の改組等の検討を柱に据えた。 

①生涯就業力プログラム「凛として生きる」による基礎学力の確保と豊かな人間力の育成 

「生涯就業力」を身につけるための仕組みを構築していくために、6月末に課題別検討チーム（将

来構想・中期計画検討、生涯就業力を身につけるためのカリキュラムの概要検討、学生の基礎学力

の確保検討、授業改善のための取り組み内容検討、「凛として生きる」始動、学生生活の活性化）

を発足し、秋学期開始期に各チームの検討内容報告を行った。 

生涯就業力カリキュラム概要検討では、現行カリキュラムの整理を検討し、成長度合いを可視化し

把握できる PROGの導入を決定した。基礎学力の確保については専任教員 2 名および恵泉中高退職教

員を外部講師とした授業時間外講座を開始した。 

授業改善では、ポートフォリオ、授業評価アンケート、卒業生アンケート等の実施目的の整理をお

こない、学生生活実態および成長実感把握も含めて授業改善につながる 4 年間の PDCAサイクルのル

ーティン化を検討した。 

「凛として生きる」では卒業生の事例紹介冊子を作成し、在学生を含めた広報活動に活用した。 

学生生活の活性化では、学生の課外活動の活性化を図るために課外活動アーカイブを作成した。 

この課題別の検討結果をもとに、中期計画および 2019 年度事業計画を立案した。とくに 2019 年度

は「生涯就業力 STEP」科目を新設し、他の科目やゼミ活動と連携して生涯就業力カリキュラムの具

現化と可視化を図ることとしている。 

②社会人教育「園芸スコレー」の始動 

公開講座として開講している園芸関係講座を拡大再編した「園芸スコレー」計画については、実

現に向けて検討すべき具体的課題の整理が中心となった。再度検討する必要がある。 

③教育成果の見える化 

入試広報（アドミッションセンター）と学園長および IR 推進室との連携に基づいて、世界大学ラ
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ンキング日本版（国際性）や社会的評価を教育成果の一つとして、入試広報活動（高校教員対象説

明会、高校訪問、公式ウェブサイト）に活用した。 

2019 年度以降は、前述①の課題別チームで整理された各種アンケート（とくに学年末アンケートで

確認する身についた力）分析により、可視化を図れるようにする予定である。 

④将来の改組等の検討 

「生涯就業力」を中心に据えた 2019年度以降の中期計画を立案した。 

 

１．教育の徹底【自立・自信を持って次のステップに踏み出す力の獲得】 

（ア）人間性の涵養 

キリスト教精神は恵泉教育のもっとも大きな礎であり、それに基づき園芸教育、国際（平和）教育

を「恵泉基礎」として展開されており、教養教育の柱となっていることを教職員がまず再認識する。 

学生が 3 科目相互の関連性・恵泉で学ぶ意義を認識できるよう、2017 年度に引き続き改善を加えた

合同授業を春学期・秋学期各 1 回開催する。 

①キリスト教教育 ②国際・平和教育 ③園芸教育 

３つの科目の関連性および恵泉で学ぶ意義を感じてもらう機会として、「3 つの礎」科目の合同授業

を継続実施した。 

②日常的な活動 

教職員から学生はじめ学内外での挨拶奨励運動を継続した。 

 

（イ）学力の確保 

学ぶこと（研究すること）の必要性、楽しみ、喜びを学生に実感させる。 

【学部】 

（１）1・2 年次に自己肯定感、自己効力感を育みながら、基礎学力を確保する。 

（日本語、英語、情報収集/処理、体験学習） 

  ※特に進度の遅い学生、基礎力の低い学生の底上げ 

（２）3・4 年次に課題解決力、表現力、自律的学習能力を確保する。 

（３）客観的指標により成果を検証する。 

【大学院】 

研究指導の徹底、成果の発信 

1) 学部 

① 基礎学力の確保を 1年次と 2年次の最優先課題とする。 

② 3 年次と 4 年次は生涯就業力の養成を最優先課題とする。 

③ アクティブラーニングの一層の展開 

④ 「実体験学習」の促進 

⑤ 学習支援体制の確立 

上記①～⑤については、前述の課題別検討チームにより課題の整理をおこない、2019 年度以降

の実施計画につなげた。 

⑥ ルーブリック評価等の導入  

卒論ルーブリック評価を定め導入した。2019年度以降は 3 つの礎科目等共通基礎必 

修科目から順次導入できるよう準備を進めていく。 

⑦ 検定・資格等 

「インターネット検定.com Master BASIC」2018 年度合格率：58％（目標 90％） 

MOSの取得者数：年間 96 名（目標 120名以上） 

・日本語教員養成課程の修了者：7 名（主専攻 4 名・副専攻 3 名）となり、前年度（16 名：主専

攻 7名 副専攻 8名 専修 1名）を下回った。 
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2)大学院 

 ［人文学研究科］ 

・2017 年度末に策定した「研究指導要領」「研究指導年間計画」ならびに「研究指導計画書」を

実施・運用し、修業年限内での質の高い学位の取得と研究内容を活かした自立のための研究指

導体制強化を図った。 

 

 ［平和学研究科] 

研究指導計画をもとに担当教員と副担当教員の協力体制によって、研究指導を行った。修士論

文のタイトルおよび概要のホームページ公表については未実施である。 

 

（ウ）教育力の向上 

FDSD 活動の活性化。 

学部・大学院とも、外部講師招聘による研修や他大学等外部機関主催の研修など、FDSD 活動への積極

的参加により学生に対する教育力・指導力を向上させる。 

学生の実態に合った教育・指導（英語教育、キャリア教育・指導、体験学習他）を徹底する。 

2017 年度秋学期試行した授業見学の実施方法・結果を検証し、各学期に実施する。 

特に目的（何を見るべきか・何を学び合うか）と方法を学生にも明示し、「互学互習」に 

責任を持つ。 

 1)学部  

・2018年度学内 FDSD 研修会は「真の女性リーダーと恵泉スピリット」をテーマとして 7 回実施。

ただし、学部固有の課題にも焦点を当てる機会は持てなかった。 

 授業評価アンケート、卒業生アンケート等の集計結果データを必ずしも有効的に全学的活用す

るには至らなかったものの、研修会で結果共有する機会を設定した。 

外部研修への参加推進、学内共有の機会は 2019 年度も継続する。 

 ・外部有識者から成る外部評価委員会を設置し、「2016 年度自己点検・評価報告書」に基づく教

育に関する評価を受け、公式サイトにも公開した。 

 ・教員業績評価については、新たに 2018年度秋学期に「教員教育研究活動自己評価申告票」によ

り実施。学長面談でフィードバックをおこない、学期末には各教員で自己評価を行った。なお、

2019年度も実施手順を改善したうえで継続する。 

 ・授業相互見学を各学期 1 回ずつ継続実施、2019 年度は過去 2 年間の実施に係る課題を踏まえ実

施方法を改善する。 

・定例の教務委員会のほか、2017 年度カリキュラム遂行（コース制あり）のために、学科教務委

員会を開催した。 

教員間、学科間授業連携や、ルーブリック導入、ポートフォリオ活用については継続課題とす

る。 

 

2)大学院 

 ［人文学研究科］ 

・年 2回、修士１・２年各年次の修士論文中間発表会を公開式で実施した。院生の研究力（学力）

の向上と論文作成の推進のみならず、院生・教員間の互学互修の場でもあり、院生も交えた教

育研究成果の相互的な検証による大学院教育の質向上の機会（FD の一環）となっている。 

・6 月研究科委員会において、18 年度より導入した「研究指導計画書」およびその進捗状況の共

有を通して、本研究科における研究指導のあり方等を研鑽し合う FDを実施した。 

・教員の退職による教員数の減少や、学部の教職課程廃止に連動した「国語教育コース」の募集
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停止に伴い、研究科全体の教育指導体制に無理が生じてきている。現行カリキュラムについて

は研究指導や院生の科目履修に支障が出ないよう非常勤教員採用などで対処したが、教員組織

・教育指導体制および教育課程、さらには今後の大学院教育のあり方についての早急かつ抜本

的な見直しが必要である。 

 

 ［平和学研究科] 

・人文学研究科と合同で、研究指導計画および教育方法、シラバスの書き方について FD を実施し

た。 

・学会での研究発表や専門誌への論文投稿を奨励・指導し、本研究科での研究教育の成果をより

可視化していく研究指導体制を強化しつつある。 

今後も、アジアの高等教育機関との相互連携による共同研究、授業交換、学生派遣などを奨励

し、共同学位など中長期的なネットワークを強化していく。 

・社会人入学のための体制を強化し、社会人入学院生の研究成果、進路、活動などを可視化する

ことで、入学定員の安定的な確保を目指す必要がある。 

 

（エ）教育成果の検証 

授業評価アンケートの分析・活用 

卒業生アンケート実施・集計・分析。 

また、在学生の教育成果の「経過」を測れる客観的指標をもっていない積年の課題解決に 

向け共通テスト等を実施する。 

1)学部 

・「身についた力」を各科目で問う授業自己評価アンケートを改訂し、2018 年度秋学期分より「授

業評価アンケート」とした。2019 年度より「学年末アンケート」を新規で実施し、「身につい

た力」に関する質問項目を含めることにより、学生の成長実感および教育成果検証の材料とす

ることになった。 

 ポートフォリオと授業評価アンケートの連動については課題がある。 

・2 年生に基礎数理の小テストを実施し、基礎学力を把握し、解説と対策講座をおこなった。 

・IR 推進室で集積した各種データをもとにおこなう教育成果の検証は未完である。 

・カリキュラムの適正化は継続して検討する 

 

 2)大学院 

 ［人文学研究科］ 

・修了生アンケートを実施し、その結果を 2019 年度 4月研究科委員会内で共有し、今後の教育指

導体制・カリキュラム改善検討に資した。修了生が少数で蓄積データ数が少ないということも

あり、IR 推進室との連携による、修了次アンケートを基にした教育成果検証の仕組みを構築す

るまでには至っていない。 

 

 ［平和学研究科] 

・中間論文発表、学会での研究発表や専門誌への論文投稿を奨励・指導し、本研究科での研究教

育の成果をより可視化していく研究指導体制を継続的に強化している。 

・在学生及び修了生に対するアンケートを実施し、教育環境、成果に対する集計・分析を行い、

質的向上を図る仕組みを構築しつつある。 

結果について、平和学研究科及び合同研究科委員会で共有し、カリキュラム等の改定につなげ

ていく。 
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２．学びの支援【自立のための教育を全力で支援する】 

「生涯就業力」を身につけさせるために、学生が必要としている支援体制を確立する。 

学生が喜んで学び通える大学であるために、学生の学習環境・サービスの整備に努める。 

障がい学生をはじめ、学生の多様なニーズを確認し（学習、修学、学生生活、就活など）、 

学生生活での不安を解消できるように対応する。 

支援体制の検証と改善、確立。 

★学年担任制の確立、ラーニングコモンズの発展・活性化、奨学金の拡充、施設整備、 

学生生活の安全保障（防犯・防災ガイダンス等の充実） 

学修支援の実体としての「生涯就業力プログラム」※を確立する。 

※生涯就業力プログラム「凛として生きる」 

  実施期間：2018年度～2020年度 

  目的：いつどこにあっても、自立して凛として生きることができる女性を世に送り出す。 

基礎学力の確保・人間力の確保・就職力の確保を具体的手法と掲げ、2018 年度は具体的な基礎学力支

援を含め就職活動のバックアップを目指した。2019年 3月 31日現在で、目標値に対する結果は次のと

おりである。 

就職希望率 90％→94％ 就職率 96％→90.3％ 実就職率 86%→85.2％ 

 また、人間力の確保の一つとして、「しなやかに凛として生きる～卒業生の生涯就業力」冊子を発

行し在学生はじめ学内外で配布した。また、3つの礎科目の合同授業のほか、1年生に向けて宗雪理事

長による特別講義を実施した。なお、この授業で提出された学生のコメントペーパーへの理事長によ

るフィードバックコメントをまとめたものを、「しなやかに凛として生きる『あなたへ』 宗雪理事

長からのメッセージ」冊子として発行、在学生はじめ学内外に配布した。 

 

 

（ア）学修支援の確立 

【学年担任制】 

2016年度から実施してきた学年担任制については毎年改善検討をおこなってきた。2018年度は学年

担任 4名を学年担任会とし、主に 1・2年生の状況を把握することに重点をおいた（3・4 年生はゼミ担

当教員中心）。入学後の学生個別面談実施、出欠管理とゼミ教員との連携で学生状況の変化に早期対

応できるように図った。 

 学年ごとの課題設定には至らなかったが、2019 年度より開始する「生涯就業力 STEP」科目がその役

割の一部を担うものと考えられる。ゼミ教員、学年担任とのいっそうの連携で、学生の主体的な成長

が促されるようにしていく。 

 

【学食ラーニングコモンズ】 

2018年度春学期の相談コーナー利用者増に伴い秋学期は回数を増やし、両学期とも 1回あたり平均 1.8

名の利用者となり、昨年度比＋0.3名となった。 

1 年生の利用が目立ち、学食を単純に勉強場所として利用する学生も例年より増加した。 

定期利用学生も見受けられ、定着してきていると思われる。2019 年度も今年度実施回数を維持、リメ

ディアル的な資料や文具等も追加し、宣伝などもおこない運営を工夫していく。 

また、学生提案から課外活動の伝言ボードも常設したことから、今後有効活用していくことについて

課外活動団体とも相談しながら検討していく予定である。 

 

【情報学修支援】 

（１）パソコン更新と情報教室のデジタル化対応 
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   Windows７のサポート終了（2020 年 1 月）を視野に、順次教育研究環境の整備を進める。2018

年度は、J棟情報教室 3 室のパソコンを更新した。 

（２）情報関係資格試験受験支援 

 ①MOS（Microsoft Office Specialist） 

  企業の認知度が高く、2006 年度より実施している MOS の対策講座と学内受験は、夏期休暇と春

期休暇に、例年通り Word と Excel を 1 回ずつ、計 4 回実施する。MOS の取得はアカデミックス

キルの向上にもつながるため、学生の認知度を上げる工夫をする。2018 年度は、MOS 対策講座

・試験募集期間中に、メディアセンター自習室前の 4面テレビで MOSの PR 動画を流し、ポスタ

ーを掲示した。 

 ②ITパスポート 

内定先から取得を求められることがある ITパスポートについては、受験希望者への支援体制の

整備を検討する。 

③ドットコムマスターベーシック（.com. Master BASIC） 

  情報科学基礎の秋学期の試験として利用しているこの試験の合格率を 60％から 90％に上昇させ

るため、不合格者に対する追加講習等の支援を検討する。2018 年度はこのような支援を行うこ

とができなかった。 

 

【図書館】 

・居場所としての図書館－学生が図書館に興味を持ち、親しみを感じるようになるための企画を

行った。 

 読書会を 3 回、イベントを 1 回、選書ツアーを 2 回開催。読書会は「常連」が 2 名いたものの

それ以上にはならず、サポーター育成までには至らない。イベントは講師を招いて和本作りを

行い、好評だった。選書ツアーは相変わらず参加者が集まらない。選ばれた本はよく借りられ

ており、効果はあるので続けたいが、参加者を集めるための宣伝方法を考える必要がある。 

・学修支援－1年生の教養基礎演習でのガイダンスは全員と接触できる貴重な機会なので、しっか

りと学生をつかめるように工夫を試みた。 

 2018 年度は教養基礎演習のガイダンスで本の感想・推薦文を提出するという課題を出し、それ

にコメントをつけて返却した。少しでも図書館に親しみを持ってもらえることを期待。ただア

ンケートは授業の最後に提出のため、この課題に対する感想がわからないのは残念であった。 

 

（イ）就職支援の確立 

2018 年度より就職指導経験者を就職進路室長として迎え入れ、支援体制を強化した。従来の支援プ

ログラムに加え、他大学生と合同で複数の企業のインターンシップに参加するプログラムに参加す

るなど、新たな取り組みも始めた。 

2019 年 4 月 19 日現在、就職率 91％、実就職率 86％となっており、実就職率は目標を達成すること

ができた。また、４月中の未内定学生の調査で就活継続者の人数を確定するが、就職率に関しても

目標値は達成できる予定である。 

インターンシップ参加率は 53.3%と目標値には届かなかったが、参加者一人当たりの平均参加企業数

は 3.6 社と昨年より約 1 社増加した。 

① 3 年生対象連続就職ガイダンスは今年度より春学期から開始し、自己分析、履歴書・ES 対策、

業界・企業研究など 6 講座を実施した。秋学期は業界研究を中心に行い、11 社にご協力いただ

いた。 

② 公務員対策講座は 8 月に 3 日間の集中で実施した。 

③ 4 月に 2 年生全員を対象に基礎数理小テストを実施し、104 名が受検した。これにより本学学生

の数的処理能力を把握することができた。樋口就職委員長による SPI 勉強会を春秋とも昼休み
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に 8 回実施したのに加え、元恵泉中高で数学を教えられていた梶原氏による授業時間を使った

SPI 基礎講座を秋学期に週 2 回実施した。 

 

（ウ）奨学金の充実 

・恵泉フェロシップの緊急給付型奨学金の活用について検討、年度末に支給対象、適用 

条件など新たな運用方法を学園本部宛に提案した。 

 

（エ）心と身体のケア 

・カウンセラーと非常勤精神科医（授業のある月・第 3 水曜）と連携のもと、適宜学生委員会、

学年担任会とも連絡をとり、学生対応をおこなってきた。 

・健康管理室は、例年どおり定期健康診断をもとに学生の健康管理を進め、日常的な健康問題に

関する学生対応業務も実施（禁煙教育の徹底、禁煙相談、未成年学生へのアルコール摂取の全

面禁止、アルコール摂取の指導、危険ドラッグや違法薬物に関する教育的指導い、婦人科疾患

に関する相談日設定）。 

・教授会において、カウンセリングルームと健康管理室からの報告をおこなった。 

 

（オ）学生生活支援 

・信和会活動を活性化させるために、学生委員会・学生課で積極的に助言をしながら学生の自主

活動を支援してきた。 

・一人暮らしの学生のための会を継続開催した。 

・一般の留学生対応、とくに在留資格取得に時間のかかった学生については丁寧に対応を進めた。 

・聴覚障がい学支援のノートテイク・ボランティアのための勉強会、講習会は継続的に実施した。 

 

（カ）防災防犯対策の充実 

2018 年度は、ガイダンス期間の危機管理講習に加え、女性ならではの危険に備える防犯にテーマを

おいて、外部講師による講習を開催した。 

 

 

３．社会への発信【社会の声を聞き、社会に学園の理念と教育成果を伝える】 

教育成果（＝「生涯就業力」を身につけつつある学生たち）について、根拠をもって強く発信し、社

会的存在意義を確立すること。 

改革の経過・成果とその検証結果を積極的に発信し、広く学内外（教職員間・学生・地域・社会）で

共有する。地域からの声を聞き、地域のニーズにも応えられるように努める。 

★スプリングフェスティバル、恵泉祭の位置づけを検討し、社会への発信力を高める。 

（ア）人材の輩出・教育理念・成果の発信 

 ・女性の「生涯就業力」の育成継続を目指し、2017 年度に引き続きあい・ぽーととの連携で卒業

生対象の生涯就業力講座を実施した。 

 ・2018 年度のスプリングフェスティバルは、各学科の教育展示等の企画を必須とした。 

・社会人や留学生受け入れのための広報活動に注力し、公開講座等で社会人を対象とした講座の

充実をはかった。 

・「園芸スコレー」については検討課題ありのため、開始を保留としている。 

   

（イ）地域の課題解決 

 地域連携活動として、多摩市、町田市、地域の諸団体との連携、協働を継続した。 

・グリーンライブセンター連絡推進協議会 
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・多摩センター地区連絡協議会 

・公益社団法人 学術・文化・産業ネットワーク多摩 

・町田市学長懇談会および同幹事会（町田市主催） 

・市立中学校の中学生職場体験 

・講演会等の要請に応じた教員の派遣 

・多摩市との連携に関する基本協定に基づく体育館開放 

・多摩市防災計画により依頼のあった地区防災倉庫、および災害時用水道栓の設置 

・恵泉の教育の柱の一つ「園芸」を介しての小野路地域の里地里山保全プログラム（町田市と NPO

法人みどりのゆびとの協働事業）、町田市ガーデンコンクール審査、食育フェスタへの参加 

・KEESによる小学生への外国語教育活動 

・恵話会による地域図書館、高齢者施設への語り、読み聞かせ 

・コミュニティカフェとしての「オーガニックカフェ」の運営 

・「花と平和のミュージアム」主催・共催事業 

・「福島を想うプロジェクト」など東日本復興支援 

 

（ウ）研究成果の発信 

『恵泉女学園大学紀要』、『恵泉アカデミア』を発行した。 

 

 

４．継続と発展【信頼と期待に応える学園であり続ける】 

学生側のさまざまな不安（経済的・身体的・精神的・学修面）を解決し、確かな育ちを約束できる大学

であり、また、そのために尽力・努力できる教職員で構成されていること。 

（ア）健全な財務の構築 

2019年度入試（2018 年度）では、入学定員超の入学者を確保できたが、収容定員未充足の状況であ

る。 

支出については経費削減に努めてはきたが、2019 年度はさらにその意識を徹底する。 

 

 

（イ）ガバナンスの確立 

・「生涯就業力」の育成に焦点化した大学改革を強力に推進するため、課題別チームの設定、教

職員と学長との懇談を実施した。 

 2019年度は引き続き恵泉ならではのガバナンスのあり方を検討していく必要を認識している。 

  ・改革企画会議のあり方を見直し、決定速度の迅速化を図った。 

 

（ウ）マネジメントサイクルの確立 

 ①自己点検・評価委員会 

 ・2017年度の大学基準協会による大学評価ならびに認証評価結果に基づき、指摘事項に取り組み、

進捗状況を共有した。 

 ・外部評価委員会を設置、外部評価を実施し評価結果を公表した。 

 ②学長室・改革企画会議 

・2017年度に設定した「内部質保証体制」に基づき、学長室が中心となって PDCA サイクルを進め

る体制確立に努めた。 

 

（エ）事業継続性確保と危機管理体制の確立 

 理事会の理解と支援のもと、事業継続に努めた。 
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 また、安全衛生委員会を中心に、危機管理体制の確立に努めたが、不十分であった。継続課題と

する。 

 

（オ）人材の確保と育成 

・学生・保証人対応、学生・学修支援を全事務職員でスムーズに行うことを目指し、業務の共有

化を図り始めた。 

事務機能の集約を継続課題とする。 

 

（カ）設備整備計画の策定 

  ・ 2018 年度・2019 年度に分けて学内のパソコンを Windows10 に移行させる。2018 年度中に情報

教室（J102, メディアセンター自習室, J108）のパソコン更新と教室設備のデジタル化工事を

実施した。2019 年度には、一般教室と学部研究室・事務室系のパソコン更新、情報教室（B203）

のパソコン更新と教室設備のデジタル化工事、個人研究室のパソコン更新を実施する。 

・ J202教室、B202/B203/C302 教室、C棟小教室等、AV機器・教材提示装置類も老朽化 デジタル

化未対応のため、順次更新を行う。 

  ・ 老朽化している施設・設備の点検・補修については、十分に実施できなかったが、保守・点検

業者の一括見直しを行った。 
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□恵泉園芸センター 

2012 年 4 月（新店舗開店 5 月）六本木より神谷町に移転し、新たな地でショップ、スクールを運

営してきた。 

恵泉園芸センターは、設立当初より「生活のなかに花を」「都市部の生活と自然との関わりをよ

り深める」ことを目指し、自然を愛し、自然との融和を生活の中で考えるという恵泉の園芸教育

の発信の場として事業を展開してきた。 

社会情勢の影響を受け、難しい状況の中、売上を伸ばすために様々な試みをして来たが、黒字に

転換することはできなかった。2016 年度より事業継続の可否を検討してきたが、２０１８年度末

をもって神谷町での事業を終了することが 2017 年度 3 月の理事会において決定された。 

2018 年度は、3 月末での事業終了にあたり、企業、顧客，スクール生徒への周知と、最終年度が

滞りなく進められるように、各部で年度計画を作成し実行した。 

                                                                                 

１．活動目標 

  ＊年度末終了に向け、ショップ，スクール，事務局が準備を進めながら活動する。 

  ＊スタッフが満足できる 1 年とする。 

  ＊混乱が起きないように配慮する。 

２、ショップ事業 

  ＊経費節減に努めた。 

  ＊スタッフそれぞれが、やりたいことを実行し、満足して終わることができた。 

  ＊関連企業、学校，教会、顧客などへの閉店の案内を、訪問また、郵送によって行った。 

  ＊花器，資材など、クリスマス閉店セール開催。 

 ☆スタッフ：6 名 ドライバー：2 名 

３、スクール事業 

  ＊全生徒へ、スクール終了の経緯と 18 年度事業の説明を行い、理解を得ることができた。 

  ＊基礎科のカリキュラムを 12 月末で終了できるように、配慮した。 

  ＊「アンデルセン広島教室」の終了に関して、広島アンデルセンを訪問（理事長，学園長，

センター長） 

   ＊最後の締めくくりとして、全生徒参加による「クリスマス礼拝とアレンジメント展」を開催

（於銀座教会）        

☆教師：9 名 助手：7 名  広島教室 教師 5 名 

 ４、その他 

  ＊「恵泉園芸センター・ヘリテージツアー」〜ビル・ヒクソン先生とブリンマーカレッジを

訪ねて〜を企画。 

   園芸センターの今までの歩みに感謝し、「恵泉の園芸教育」を 再確認することができた。

（23 名参加）  

  ＊「恵泉ギフト」サポートメンバー会員募集 

  ＊「あいぽーと」 プログラム参加  

   ＊あてま高原ベルナティオ メイン花壇作業の継続 

  ＊園芸センター・スタッフ「感謝会」を行った（理事長、学園長出席） 

  ☆事務局：3 名 

 

 ◎18 年度予算に対し、98%達成できた。最後の 3 ヶ月間の営業中止にも関わらず、赤字幅も昨

年同様であった。 

 ◎19 年 2 月 1 日、多摩キャンパス南野校舎に引越しを完了。現状復帰後 3 月末に神谷町店舗

を解約した。 
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３．財務の概要 

（１）決算の概要 

1) 貸借対照表の状況 

    資産の部合計は 15,722,136 千円で、昨年度末に比べ 373,878 千円減少した。また、負債の部合計は

1,680,740 千円で、昨年度末に比べ 105,788 千円減少した。その結果、純資産は 14,041,396 千円で、前

年度末に比べ 268,090 千円減少した。主な増減内容は次のとおり。 

① 有形固定資産 

土地は取得・処分ともになく、増減はない。その他の資産は減価償却を行わない図書を除いては、取

得額が償却額より大きいため簿価は減少した。有形固定資産全体の取得は 264,970 千円、他方、減

価償却額は 265,411 千円であり、その他の更新資産の除却等の結果、有形固定資産は 3,366 千円

減少した。 

② 基本金対象特定資産 

基本金対象の特定資産の増減はない。 

③ その他の特定資産 

特別な特定資産の取り崩し及び組み入れはない。退職給与や減価償却等に対しての特定資産を昨

年度と同様に加減した結果、特定資産全体としては 50,364 千円の増加となった。 

④ 流動資産 

現金預金は 366,402 千円減少した。流動資産は前年度に比べ 441,587 千円減少し、927,153 千円と

なった。要因としては現金預金の減少の他に、2018 年度の退職金支出の減少（昨年比△120 百万

円）に伴う未収入の退職資金の減少（昨年度比△120 百万円）がある。特定資産、現金預金、有価証

券等、学園の金融資産は、約 4,220,000 千円となった。 

⑤ 借入金 

借入金は、世田谷校舎建築資金借入金 166,644 千円の返済を行い、2018 年度末の借入金残高は

472,169 千円となった。 

⑥ 基本金 

2018 年度はこれまで抑制していた施設設備の更新のうち ICT 環境整備・情報機器の更新として

169,191 千円、世田谷空調設備更新として 134,839 千円、大学トイレ改修として 9,004 千円等を組み

入れた。この更新に伴う除却及び廃棄等による除却による減少を加減した結果、第 1 号基本金は

202,203 千円の増加となった。第 2 号基本金、第 3 号基本金、第 4 号基本金の増減はない。 

⑦ 繰越収支差額 

学園の純資産は 268,090 千円の減少であった。翌年度繰越支出超過額は 5,702,349 千円となった。 

 

2) 収支計算書の概要 

  資金収支計算書 

□収入の部 

収入合計は収入の部合計 4,172,960 千円から繰越資金 1,244,454 千円を除いた 2,928,506 千円で、

今年度予算(4,220,729 千円－1,244,453 千円＝2,976,276 千円）に対して 47,770 千円減少、昨年度実

績 2,980,316 千円（4,427,003 千円－1,446,687 千円）に対して 50,810 千円減少した。減少の主な要因は

大学の在籍学生数の減少による納付金収入・補助金収入の減少である。 

 

□支出の部 

支出合計は支出の部合計 4,172,960 千円から繰越資金 878,052 千円を除く 3,294,908 千円で、今年

度予算（4,220,729 千円－783,509 千円＝3,437,220 千円）に対して 142,312 千円減少、前年度実績

（4,427,003 千円－1,244,454 千円＝3,182,549 千円）に対しては 112,359 千円増加した。 



34 

 

 

 

  事業活動収支計算書 

□事業活動収入の部 

従来の帰属収入（教育活動収入計+教育活動外収入計+特別収入計）は 2,559,873 千円で、今年度予

算に対して 54,134 千円増加、前年度決算値に対しては、86,719 千円減少した。 

① 学生生徒納付金収入は、前年に比べ、中高は 800 千円の減少、大学は 62,157 千円の減少となり、

法人全体では 62,957 千円の減少となった。 

② 経常費等補助金収入に関しては、大学は、昨年度比 9,839 千円減少し、中高は 2,134 千円の増加

となり、法人全体では 7,705 千円の減少であった。 

□事業活動支出の部 

支出合計は 2,827,962 千円で、今年度予算に対して 38,303 千円増加、前年度決算値に対しては、

50,314 千円減少した。 

① 人件費については、大学教員の期末勤勉手当－3.4 カ月、一般職員の期末勤勉手当の－2 カ月や

新規採用の抑制などにより、大学については前年度比 64,960 千円減少した。中高も前年度比

64,584 減少した。減少の主因は退職金によるものが大きい。全体としては前年度比 115,277 千円の

減少である。 

② 教育研究経費は前年度比 43,937 千円の増加、管理経費は大学が前年度比 38,666 千円の増加、

中高が 4,203 千円の増加となり、全体としては前年度比 41,685 千円の増加である。これは、昨年度と

比べ積極的な広報を展開したこと、校舎の空調・LED 化等の営繕を行ったことによる。 

   □収支差額 

 以上の結果、教育活動収支差額は 2018 年度実績で 327,954 千円のマイナス、これに教育外活動収支

を含めた経常収支差額は 312,175 千円のマイナス、これに特別活動収支を加えた基本金組入前当年度

収支差額（＝事業活動収入 2,559,873 千円－事業活動支出 2,827,962 千円）は 268,089 千円のマイナス

となった。基本金組入は、202,203 千円となり、予算比 67,772 千円の増加となった。 

 基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を控除した当年度収支差額は 470,292 千円のマイナ

スである。 
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貸借対照表         2019 年 3 月 31 日 

 

(単位　円)

科目

固定資産 ( 14,794,983,013 ) ( 14,727,273,429 ) ( 67,709,584 )

有形固定資産 < 11,418,473,692 > < 11,421,840,022 > < △ 3,366,330 >

土地 6,244,758,089 6,244,758,089 0

建物 3,801,361,504 3,853,953,495 △ 52,591,991

構築物 55,593,486 66,132,160 △ 10,538,674

教育研究用機器備品 249,654,795 192,183,573 57,471,222

管理用機器備品 12,919,977 6,865,432 6,054,545

図書 1,042,816,452 1,039,082,330 3,734,122

車両 11,369,389 18,864,943 △ 7,495,554

特定資産 < 3,254,306,183 > < 3,203,942,095 > < 50,364,088 >

退職給与引当特定資産 423,920,000 415,937,000 7,983,000

減価償却引当特定資産 1,476,670,000 1,432,170,000 44,500,000

教育充実資金引当特定資産 336,132,467 332,272,467 3,860,000

特別奨学金引当特定資産 68,055,400 66,745,400 1,310,000

恵泉フェロシップ引当特定資産 77,966,014 70,258,426 7,707,588

ﾐﾁｶﾜｲｸﾘｽﾁｬﾝﾌｪﾛｼｯﾌﾟ引当特定資産 29,191,000 29,113,000 78,000

河井奨学金引当特定資産 205,371,302 220,445,802 △ 15,074,500

第２号基本金引当特定資産 237,000,000 237,000,000 0

第３号基本金引当特定資産 400,000,000 400,000,000 0

その他の固定資産 < 122,203,138 > < 101,491,312 > < 20,711,826 >

電話加入権 2,610,797 2,610,797 0

敷金 79,000 79,000 0

保証金 100,000 100,000 0

有価証券 88,023,001 65,102,175 22,920,826

収益事業元入金 10,000,000 10,000,000 0

奨学貸付金 21,182,000 23,391,000 △ 2,209,000

預託金 208,340 208,340 0

流動資産 ( 927,152,707 ) ( 1,368,740,127 ) ( △ 441,587,420 )

現金預金 878,051,862 1,244,453,810 △ 366,401,948

未収入金 47,169,475 122,107,833 △ 74,938,358

仮払金 1,314,876 1,862,088 △ 547,212

前払金 616,494 316,396 300,098

資産の部合計 15,722,135,720 16,096,013,556 △ 373,877,836

負債の部

科目

固定負債 ( 1,034,799,791 ) ( 1,207,013,998 ) ( △ 172,214,207 )

長期借入金 305,525,000 472,169,000 △ 166,644,000

退職給与引当金 729,274,791 734,844,998 △ 5,570,207

流動負債 ( 645,940,191 ) ( 579,514,220 ) ( 66,425,971 )

１年以内返済予定長期借入金 166,644,000 166,644,000 0

未払金 28,930,560 36,786,786 △ 7,856,226

前受金 372,190,000 293,630,000 78,560,000

預り金 78,175,631 82,453,434 △ 4,277,803

負債の部合計 1,680,739,982 1,786,528,218 △ 105,788,236

純資産の部

科目

基本金 ( 19,743,744,246 ) ( 19,541,541,634 ) ( 202,202,612 )

第１号基本金 18,876,744,246 18,674,541,634 202,202,612

第２号基本金 237,000,000 237,000,000 0

第３号基本金 400,000,000 400,000,000 0

第４号基本金 230,000,000 230,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 5,702,348,508 ) ( △ 5,232,056,296 ) ( △ 470,292,212 )

翌年度繰越収支差額 △ 5,702,348,508 △ 5,232,056,296 △ 470,292,212

純資産の部合計 14,041,395,738 14,309,485,338 △ 268,089,600

負債及び純資産の部合計 15,722,135,720 16,096,013,556 △ 373,877,836

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減
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資金収支計算書

□収入の部 （単位：千円）

(A) - (B) 2017年度 （Ｂ）－（Ｃ）
予算（Ａ） 決算（B） 今年度予算差異 決算（C） 前年度決算差異

学生生徒等納付金収入 1,766,986 1,778,310 -11,324 1,841,267 -62,957

手数料収入 35,590 44,618 -9,028 40,176 4,442

寄付金収入 42,540 49,983 -7,443 44,120 5,863

補助金収入 511,865 517,894 -6,029 480,549 37,345

国庫補助金収入 78,255 56,507 21,748 65,103 -8,596

地方公共団体補助金収入 385,110 385,348 -238 387,994 -2,646

東京都私学財団補助金収入 48,500 76,039 -27,539 27,452 48,587

資産売却収入 300,000 165,909 134,091 200,013 -34,104

付随事業・収益事業収入 67,730 70,558 -2,828 70,744 -186

受取利息・配当金収入 15,000 11,827 3,173 13,130 -1,303

雑収入 65,028 84,353 -19,325 144,465 -60,112

借入金収入 0 0 0 0 0

前受金収入 274,655 372,190 -97,535 293,630 78,560

その他の収入 246,340 178,198 68,142 233,648 -55,450

資金収入調整勘定 -349,458 -345,334 -4,124 -381,426 36,092

前年度繰越支払資金 1,244,453 1,244,454 -1 1,446,687 -202,233

収入の部合計 4,220,729 4,172,960 47,769 4,427,003 -254,043

□支出の部

人件費支出 1,641,323 1,641,323 0 1,779,100 -137,777

教職員人件費支出 1,553,560 1,555,003 -1,443 1,572,982 -17,979

退職金支出 87,763 86,320 1,443 206,118 -119,798

教育研究経費支出 580,180 606,059 -25,879 531,890 74,169

管理経費支出 288,804 303,555 -14,751 274,934 28,621

借入金等利息支出 7,806 7,806 0 9,966 -2,160

借入金等返済支出 166,644 166,644 0 166,644 0

施設関係支出 174,763 153,196 21,567 4,425 148,771

設備関係支出 167,134 111,773 55,361 30,103 81,670

資産運用支出 384,987 292,117 92,870 391,374 -99,257

その他の支出 42,415 41,681 734 31,440 10,241

予備費 13,481 0 13,481 0 0

資金支出調整勘定 -30,317 -29,247 -1,070 -37,328 8,081

翌年度繰越支払資金 783,509 878,052 -94,543 1,244,454 -366,402

支出の部合計 4,220,729 4,172,960 47,769 4,427,003 -254,043

2018年度決算概要

科　　　目
2018年度
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事業活動収支計算書 （単位：千円）

(A) - (B) 2017年度 （Ｂ）－（Ｃ）
予算（Ａ） 決算（B） 今年度予算差異 決算（Ｃ） 前年度決算差異

学生生徒等納付金 1,766,986 1,778,310 -11,324 1,841,267 -62,957

手数料 35,590 44,618 -9,028 40,176 4,442

寄付金 42,540 50,523 -7,983 44,708 5,815

経常費等補助金 469,865 470,978 -1,113 478,683 -7,705

国庫補助金 66,255 55,230 11,025 65,103 -9,873

地方公共団体補助金 385,110 384,710 400 387,994 -3,284

東京都私学財団補助金 18,500 31,038 -12,538 25,586 5,452

付随事業収入 67,730 70,558 -2,828 70,744 -186

雑収入 65,028 73,403 -8,375 145,477 -72,074

教育活動収入計 2,447,739 2,488,390 -40,651 2,621,055 -132,665

人件費 1,624,111 1,635,753 -11,642 1,751,030 -115,277

教職員人件費 1,550,861 1,555,003 -4,142 1,572,983 -17,980

退職給与引当金 28,124 37,068 -8,944 58,574 -21,506

退職金 45,126 43,682 1,444 119,473 -75,791

教育研究経費 838,180 850,093 -11,913 806,156 43,937

管理経費 309,604 325,568 -15,964 283,883 41,685

徴収不能額等 4,931 4,931 0 11,655 -6,724

教育活動支出計 2,776,826 2,816,345 -39,519 2,852,724 -36,379

教育活動収支差額 -329,087 -327,955 -1,132 -231,669 -96,286

受取利息 15,000 12,634 2,366 22,365 -9,731

その他の教育活動外収入 0 10,951 -10,951 0 10,951

教育活動外収入計 15,000 23,585 -8,585 20,351 3,234

借入金等利息 7,806 7,806 0 9,967 -2,161

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 7,806 7,806 0 9,967 -2,161

教育活動外収支差額 7,194 15,779 -8,585 12,398 3,381

経常収支差額 -321,893 -312,176 -9,717 -129,791 -182,385

資産売却差額 0 0 0 2 -2

その他の特別収入 43,000 47,898 -4,898 3,170 44,728

特別収入計 43,000 47,898 -4,898 3,172 44,726

資産処分差額 3,812 3,812 0 1,421 2,391

その他の特別支出 0 0 0 14,164 -14,164

特別支出計 3,812 3,812 0 15,585 -11,773

特別収支差額 39,188 44,086 -4,898 -12,413 56,499

〔予備費〕 1,215 0 1,215 0 0

基本金組入前当年度収支差額 -283,920 -268,090 -15,830 -231,684 -36,406

基本金組入額合計 -134,431 -202,203 67,772 -8,267 -193,936

当年度収支差額 -418,351 -470,293 51,942 -239,951 -230,342

前年度繰越収支差額 -5,232,056 -5,232,056 0 -5,044,837 -187,219

基本金取崩額 0 0 0 52,731 -52,731

翌年度繰越収支差額 -5,650,407 -5,702,349 51,942 -5,232,506 -469,843

（参考）

事業活動収入計 2,505,739 2,559,873 -54,134 2,646,592 -86,719

事業活動支出計 2,789,659 2,827,963 -38,304 2,878,276 -50,313

収
入

支
出

特
別
収
支

2018年度

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目

事
業
活
動
支
出
の
部

収
入

支
出

教
育
活
動
外
収
支

2018年度決算概要
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(2) 経年（5 年）比較 

 

 

①資金収支計算書の推移

収入の部 （単位：千円）

学生生徒納付金収入 2,464,112 2,340,037 2,128,629 1,841,267 1,778,310

手数料収入 45,825 42,556 40,330 40,176 44,618

寄付金収入 66,629 50,982 48,759 44,120 49,983

補助金収入 642,310 598,211 525,590 480,549 517,894

資産売却収入 452,099 100,000 200,000 200,013 165,909

付随事業・収益事業収入 84,629 90,460 82,083 70,744 70,558

受取利息・配当金収入 22,934 20,164 17,851 13,130 11,827

雑収入 61,211 184,726 177,212 144,465 84,353

借入金収入 0 0 222,244 0 0

前受金収入 399,221 290,130 256,400 293,630 372,190

その他の収入 187,768 369,208 569,440 233,648 178,198

資金収入調整勘定 -574,050 -599,487 -459,609 -381,426 -345,334

前年度繰越支払資金 1,388,093 1,473,197 1,380,291 1,446,687 1,244,454

5,240,781 4,960,184 5,189,220 4,427,003 4,172,960

支出の部

2,051,423 2,079,623 1,980,523 1,779,100 1,641,323

教育研究経費支出 599,523 607,216 563,212 531,890 606,059

管理経費支出 306,743 268,738 276,226 274,934 303,555

借入金等利息支出 18,914 16,359 13,017 9,966 7,806

借入金等返済支出 186,644 186,644 388,888 166,644 166,644

施設関係支出 98,550 40,544 13,591 4,425 153,196

設備関係支出 52,309 90,292 42,897 30,103 111,773

資産運用支出 432,020 289,183 451,502 391,374 292,117

その他の支出 46,598 32,598 39,977 31,440 41,681

資金支出調整勘定 -25,140 -31,304 -27,301 -37,328 -29,247

翌年度繰越支払資金 1,473,197 1,380,291 1,446,687 1,244,454 878,052

5,240,781 4,960,184 5,189,220 4,427,003 4,172,960

2017年度 2018年度

収入の部合計

人件費支出

支出の部合計

科　　　目
2014年度 2015年度 2016年度
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②事業活動収支計算書の推移 （単位：千円）

学生生徒等納付金 2,464,113 2,340,037 2,128,629 1,841,267 1,778,310

手数料 45,827 42,556 40,330 40,176 44,618

寄付金 66,629 51,306 49,105 44,708 50,523

経常費等補助金 584,753 589,300 517,889 478,683 470,978

付随事業収入 84,629 90,460 82,083 70,744 70,558

雑収入 62,028 184,726 177,193 145,477 73,403

教育活動収入計 3,307,979 3,298,385 2,995,229 2,621,055 2,488,390

人件費 2,064,031 2,091,978 1,952,348 1,751,030 1,635,753

教育研究経費 947,096 949,631 877,035 806,156 850,093

管理経費 339,527 300,305 298,040 283,883 325,568

徴収不能額等 9,118 7,926 4,931 11,655 4,931

教育活動支出計 3,359,772 3,349,840 3,132,354 2,852,724 2,816,345

教育活動収支差額 -51,793 -51,455 -137,125 -231,669 -327,955

受取利息 23,733 19,812 20,351 22,365 12,634

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 10,951

教育活動外収入計 23,733 19,812 20,351 22,365 23,585

借入金等利息 18,914 16,359 13,017 9,967 7,806

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 18,914 16,359 13,017 9,967 7,806

教育活動外収支差額 4,819 3,453 7,334 12,398 15,779

経常収支差額 -46,974 -48,002 -129,791 -219,270 -312,176

資産売却差額 51,094 0 20,000 2 0

その他の特別収入 59,072 13,140 8,558 3,170 47,898

特別収入計 110,166 13,140 28,558 3,172 47,898

資産処分差額 7,067 3,249 5,176 1,421 3,812

その他の特別支出 0 47 205 14,164 0

特別支出計 7,067 3,296 5,381 15,585 3,812

特別収支差額 103,099 9,844 23,177 -12,413 44,086

基本金組入前当年度収支差額 56,125 -38,158 -106,614 -231,683 -268,090

基本金組入額合計 -234,010 -259,189 -18,004 -8,267 -202,203

当年度収支差額 -177,885 -297,347 -124,618 -239,950 -470,293

前年度繰越収支差額 42,299 -4,748,618 -4,945,965 -5,044,837 -5,044,837

基本金取崩額 1,080 100,000 25,746 52,730 0

翌年度繰越収支差額 -134,506 -4,945,965 -5,044,837 -5,232,056 -5,702,349
※2015年度より、学校法人会計基準が改正されました。2014年度以前の決算の数字は、改正後の基準により
簡便に組み替えたものを使用しています。

2018年度2017年度
科　　　　目

2014年度 2015年度 2016年度

特
別
収
支

収
入

支
出

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出
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（３）主な財務比率 

 
 

（法人合計）
14年度医歯系除

大学法人平均

固 定 資 産 固 定 資 産

構 成 比 率 総 資 産

流 動 資 産 流 動 資 産
構 成 比 率 総 資 産

固 定 負 債 固 定 負 債
構 成 比 率 総 資 金

財 貸 流 動 負 債 流 動 負 債
構 成 比 率 総 資 金

自 己 資 金 自 己 資 金
構 成 比 率 総 資 金

消 費 収 支 差 額 消 費 収 支 差 額

政 借 構 成 比 率 総 資 金

固 定 資 産
自 己 資 金

固 定 資 産
自 己 資 金 ＋ 固 定 負 債

の 対 流 動 資 産
流 動 負 債

総 負 債
総 資 産

総 負 債

状 照 自 己 資 金

現 金 預 金
前 受 金

退 職 給 与 引 当 退 職 給 与 引 当 特 定 預 金
預 金 率 退 職 給 与 引 当 金

態 表 基 本 金
基 本 金 要 組 入 額

減価償却累計額（図書を除く）
減価償却資産取得価額（図書を除く）

人 件 費
帰 属 収 入

人 件 費

消 学 生 生 徒 等 納 付 金

経 教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 帰 属 収 入

費 管 理 経 費
帰 属 収 入

営 借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息

収 比 率 帰 属 収 入

帰 属 収 入 - 消 費 支 出
帰 属 収 入

の 支 消 費 支 出
消 費 収 入

学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金

計 納 付 金 比 率 帰 属 収 入

状 寄 付 金
帰 属 収 入

算 補 助 金
帰 属 収 入

況 基 本 金 組 入 額

書 帰 属 収 入

減 価 償 却 額
消 費 支 出

財務比率表（法人合計） 2014年度以前　旧会計基準

27.5

9.5

0.5

1.6

105.5

71.6

2.0

18.7

3.9

72.4 65.0 72.5 73.9 69.5

9 寄 付 金 比 率

103.0 109.3 104.8 98.8

231.1

14.3

16.6

369.0

50.1

99.3

60.6

60.0

83.8

9.8 11.9 11.0 11.511.212 減 価 償 却 費 比 率 10.9

11 基 本 金 組 入 率

10 補 助 金 比 率

6.8 3.2 13.6

16.7 16.5 17.2 16.5 12.2

3.93.3 6.8

8

7 消 費 収 支 比 率

7.2

0.7 0.7 0.7 0.6 0.2

1.7 1.5 1.4 1.8

107.5

6 帰 属 収 支 差 額 比 率

8.3 9.3 9.3 9.1

0.4 -5.1 2.3 4.4

50.9

9.0

5

25.3 27.7 26.9 31.2

4 管 理 経 費 比 率

3 26.9

96.7 97.6 98.4 97.1

2 人 件 費 依 存 率

1 人 件 費 比 率

87.7 103.7 81.8 79.4 73.3

15

63.5 67.4 59.3 58.7

減 価 償 却 費 率

48.3 49.2 49.7 67.6

14 基 本 金 比 率

13 28.9

51.7 54.2 56.6 58.5 48.4

96.2

168.6 272.2 276.2 302.3 344.6

19.9 22.1 20.8 18.4 14.3

12 前 受 金 保 有 率

11 負 債 比 率

95.9 95.5 94.8 91.3

9 流 動 比 率

16.6 18.1 17.2 15.5 12.5

135.7 190.7 189.6 215.1 253.2

10 総 負 債 比 率

107.3 98.8

8 固 定 長 期 適 合 率 98.3

7 固 定 比 率 112.7 112.0 109.8 105.8

94.5

11.2 10.3

4.0

87.5

6 -34.0 -25.3 -26.4 -26.4 -12.9

5 83.4 81.9 82.8 84.5 85.7

-27.7 

10
年度

11
年度

12
年度

13
年度

7.2

4 4.4 4.3 4.8 4.3 5.4

3 12.2 13.8 12.4

14
年度

86.490.8

2 6.0 8.2 9.0 9.4 13.69.2

1 94.0 91.8 91.0 90.6

区分 項目 財 務 比 率 算 式
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（法人合計）
17年度医歯系除

大学法人平均

固 定 資 産 固 定 資 産

構 成 比 率 総 資 産

有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産

特 定 資 産 特 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産

流 動 資 産 流 動 資 産
構 成 比 率 総 資 産

固 定 負 債 固 定 負 債
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

流 動 負 債 流 動 負 債
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

内 部 留 保 運 用 資 産 - 総 負 債
資 産 比 率 総 資 産

運 用 資 産 運 用 資 産 - 外 部 負 債
余 裕 比 率 経 常 支 出

純 資 産
総 負 債 + 純 資 産

繰 越 収 支 差 額 繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率 総 負 債 + 純 資 産

固 定 資 産
純 資 産

固 定 資 産
純 資 産 + 固 定 負 債

流 動 資 産
流 動 負 債

総 負 債
総 資 産

総 負 債
純 資 産

現 金 預 金
前 受 金

退 職 給 与 引 当 退 職 給 与 引 当 特 定 資 産
特 定 資 産 保 有 率 退 職 給 与 引 当 金

基 本 金
基 本 金 要 組 入 額

減価償却累計額（図書を除く）
減価償却資産取得価額（図書を除く）

運 用 資 産
要 積 立 額

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

69.7

1.7

18.2

0.3

10.3

-8.3

-8.8

4.9

100.0

67.1

45.8

66.2

95.1

30.5

10.7

0.4

-8.8

88.9

-32.5

102.9

94.9

236.2

11.1

12.5

423.8

56.6

17
年度

91.5

71.0

19.9

8.5

7.5

3.6

16.9

1.3

70.6

1.6

17.3

0.6

10.7

-4.3

-4.6

5.1

100.0

65.2

47.4

64.7

91.7

29.1

9.9

0.4

-3.5

88.2

-30.6

102.2

93.2

302.5

11.8

13.3

564.2

54.0

16
年度

90.2

70.9

18.6

9.8

8.5

3.3

16.0

1.2

70.5

1.7

18.0

7.8

11.1

-1.4

-1.6

2.9

100.0

62.8

48.7

63.0

89.4

28.6

9.1

0.5

-1.1

87.1

-29.4

103.8

93.6

281.5

12.9

14.8

475.7

51.9

15
年度

90.4

71.1

18.6

9.6

9.5

3.4

14.3

1.0

財

政

の

状

態

貸

借

対

照

表

事

業

活

動

収

支

計

算

書

経

営

の

状

況 13

12 減 価 償 却 費 比 率 9.4 11.9

97.3

14 -13.2 2.4

-12.4 3.9

13.9

17 58.1

354.216 前 受 金 保 有 率 235.9

69.9

15 負 債 比 率 12.0

12.214 総 負 債 比 率 10.7

18 基 本 金 比 率 100.0

3.1 14.1

7.9 10.8

20.2 12.5

2.0 2.3

70.8 74.7

13.0 8.8

119.9 106.5

-10.5 4.9

33.8 33.3

92.0 71.9

89.3 87.8

98.1 91.6

105.4 98.7

20.7 21.7

86.6

72.6 60.7

5.9 13.4

1

11 基 本 金 組 入 率

10 補 助 金 比 率

9 寄 付 金 比 率

8

7

6

5 0.3 0.2

109.7 104.1 109.1

4 管 理 経 費 比 率

3

2 人 件 費 依 存 率

1 人 件 費 比 率 65.1 53.8

20 積 立 率

19 減 価 償 却 費 率 67.7 50.5

42.0 78.6

13

12 固 定 長 期 適 合 率

11 固 定 比 率

143.5 248.3流 動 比 率

10

9 純 資 産 構 成 比 率

8 1.3 1.9

-36.3 -14.5

7

6 4.1 5.4

16.2 24.8

5

4

6.6 6.8

財務比率表（法人合計） 2015年度以降　新会計基準

区分 項目 財 務 比 率 算 式

3

2

1

18
年度

94.1
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（　大学　）
14年度

人文系平均

人 件 費

帰 属 収 入

人 件 費

消 学 生 生 徒 等 納 付 金

経 教 育 研 究 教 育 研 究 経 費

経 費 比 率 帰 属 収 入

費 管 理 経 費

帰 属 収 入

営 借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息

収 比 率 帰 属 収 入

帰 属 収 入 - 消 費 支 出
帰 属 収 入

の 支 消 費 支 出

消 費 収 入

学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金

計 納 付 金 比 率 帰 属 収 入

状 寄 付 金

帰 属 収 入

算 補 助 金

帰 属 収 入

況 基 本 金 組 入 額

書 帰 属 収 入

減 価 償 却 額

消 費 支 出

（中学・高校合算）
14年度

都高校平均

人 件 費

帰 属 収 入

人 件 費

消 学 生 生 徒 等 納 付 金

経 教 育 研 究 教 育 研 究 経 費

経 費 比 率 帰 属 収 入

費 管 理 経 費

帰 属 収 入

営 借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息

収 比 率 帰 属 収 入

帰 属 収 入 - 消 費 支 出
帰 属 収 入

の 支 消 費 支 出

消 費 収 入

学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金

計 納 付 金 比 率 帰 属 収 入

状 寄 付 金

帰 属 収 入

算 補 助 金

帰 属 収 入

況 基 本 金 組 入 額

書 帰 属 収 入

減 価 償 却 額

消 費 支 出

財務比率表（部門別） 2014年度以前　旧会計基準

12.6

0.0

0.8

97.1

82.1

0.9

14.7

25.1

3.1

1.6

12.7

98.6

62.3

2.3

29.0

11.5 15.9 12.2

29.2 29.7

12 減 価 償 却 費 比 率

28.9 28.0 33.6

14.1 14.0 16.0 14.5 11.3

11 基 本 金 組 入 率

10 補 助 金 比 率

1.8 2.5 2.1

13.1 11.0 14.3

2.5 3.3

60.7 60.9 63.7 62.9 55.1

6 帰 属 収 支 差 額 比 率

9 寄 付 金 比 率

109.5

8

7 消 費 収 支 比 率 112.4 111.3 104.4 105.6

2.3 1.0 10.5 11.1 3.8

2.1 1.9 1.8 1.4 0.35

27.6 27.0 24.9 26.0

4 管 理 経 費 比 率

3 26.3

3.0 3.3 2.9 3.1 5.1

109.2 108.7 90.7 93.2 115.0

66.3 66.2 57.8 58.7 63.457.4

92.12 人 件 費 依 存 率

1 人 件 費 比 率

10.8

区分 項目 財務比率算式

12 減 価 償 却 費 比 率

10
年度

11
年度

12
年度

14
年度

9.4 7.9 10.0 9.59.1

13
年度

-2.4 0.0 2.0 0.4 5.0

9.9 9.7 10.2 12.7 10.48.8

-2.211 基 本 金 組 入 率

10 補 助 金 比 率

1.3 0.6 0.7 1.2 2.9

79.6 67.8 79.4 80.3 74.1

6 帰 属 収 支 差 額 比 率

9 寄 付 金 比 率

101.4

8

7 消 費 収 支 比 率 95.3 106.0 102.7 105.9

2.4 -6.0 -0.6 -5.5 3.7

0.0 0.0 0.0 0.0 0.5

3 27.4

10.2

5

24.3 28.5 30.4 28.0

4 管 理 経 費 比 率 10.5 12.0 11.8 13.9

28.3

14
年度

60.5 56.7

2 人 件 費 依 存 率 74.8 97.2 74.6 75.3 76.5

1 人 件 費 比 率 59.5 65.9 59.3 57.9

70.5

13
年度

区分 項目 財務比率算式
10

年度
11

年度
12

年度
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（　大学　）

17年度
人文系平均

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

（中学・高校合算）

16年度
都高校平均

人 件 費
経 常 収 入

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 経 常 収 入

管 理 経 費
経 常 収 入

借 入 金 等 利 息 借 入 金 等 利 息
比 率 経 常 収 入

事 業 活 動 収 支 基本金組入前当年度収支差額

差 額 比 率 事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 後 事 業 活 動 支 出
収 支 比 率 事業活動収入-基本金組入

額学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 経 常 収 入

寄 付 金
事 業 活 動 収 入

補 助 金
事 業 活 動 収 入

基 本 金 組 入 額
事 業 活 動 収 入

減 価 償 却 額
経 常 支 出

経 常 収 支 経 常 収 支 差 額
差 額 比 率 経 常 収 入

教 育 活 動 収 支 教 育 活 動 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 資 金 収 支 教 育 活 動 資 金 収 支 差 額
差 額 比 率 教 育 活 動 収 入 計
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事

業

活

動
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支

計
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書

13 11.3

14 11.6

8.812 減 価 償 却 費 比 率

11 基 本 金 組 入 率

14.3

10.6

14

-20.0

-42.9

1

10 補 助 金 比 率 32.4

2.09 寄 付 金 比 率

62.6

2.4

29.1

11.2

8

11 基 本 金 組 入 率 4.6

10 補 助 金 比 率 5.17.1

0.3

13 -42.4

12 減 価 償 却 費 比 率 10.18.9

-19.1

63.5

7 96.3

6 14.09.3

102.1 95.1

64.5

10.8

89.7

61.5

5 0.6

4.84 管 理 経 費 比 率 3.4 4.4

0.7

3 27.0

2 人 件 費 依 存 率 88.695.9

25.1

1 人 件 費 比 率 56.3

18
年度

区分 項目 財務比率算式

58.9

1.4

8 83.3

7 149.3

9 寄 付 金 比 率 0.7

1 人 件 費 比 率 74.3

区分 項目 財務比率算式
18

年度

経

営

の

状

況

事

業

活

動

収

支

計

算

書

-42.46

5 0.0

4 管 理 経 費 比 率

74.5

35.4

12.7

0.3

-4.7

127.4

76.7

3 44.1

89.22 人 件 費 依 存 率

23.6

財務比率表（部門別）2015年度以降　新会計基準
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-

27.2

5.4
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3.1

105.3

54.4

2.2

37.5

8.0

3.2

11.9

17.8

11.7

-5.7

-6.6

-

65.7

120.7

57.2
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（４）有価証券の状況 

(単位 円) 

 

 

 

 

(5)借入金の状況 

  ①長期借入金 

   （借入先）                   借入残高         利率       返済期限      担保等   

   日本私立学校振興・共済事業団  111,100 千円     1.9%      2021 年 9 月  土地・建物 

   日本私立学校振興・共済事業団  166,620 千円     1.3%      2022 年 9 月  土地・建物 

   三井住友銀行    27,805 千円   0.69% 2020 年 6 月  土地・建物  

 

            合計       305,525 千円 

 

 ②短期借入金            166,644 千円 

    

   □借入金期末残高           472,169 千円（①+②） 

  

600,648,000

（ 600,648,000 ） （ ） （ ）

488,023,000

（ 488,023,000 ） （ ） （ ）

1,088,671,000

（ 1,088,671,000 ） （ ） （ ）

1

1,088,671,001

時　　　　価

479,251,152

差　　　　額

△ 8,771,848

7,947,000

△ 824,8481,087,846,152

（うち満期保有目的の債券）

貸借対照表計上額

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

当 年 度　（ ２０１９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

合　　　　　　　計 1,087,846,152

608,595,000

608,595,000

479,251,152 △ 8,771,848

7,947,000

（うち満期保有目的の債券）

△ 824,848

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

（うち満期保有目的の債券）

時価のない有価証券

有価証券合計
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(6)寄付金の状況 

 

円

募金テーマ 18年度目標 18年度配分 備　考

大学 奨学金のために 2,000,000 2,000,000
恵泉会からの使途指定分1,000,000円、
同窓会からの使途指定分1,000,000円

国際交流・英語教育プログラムのために 500,000 1,500,000

恵泉地域言語活動研究会のために 200,000 200,000 東京ゾンタⅡからの使途指定分200,000円

障がい学生支援のために 250,000 250,000

蓼科ガーデン再整備特別募金 3,500,000 3,500,000

多摩学生環境整備のために 0 2,000,000 恵泉会　食堂運営費補助

バラ園活動のために 0 80,000 指定寄付

小　　　　　　計 6,450,000 9,530,000

中高 園芸教育のために 500,000 500,000

奨学金のために 2,500,000 2,500,000
恵泉会からの使途指定分1,000,000円、
同窓会からの使途指定分1,000,000円

芸術活動のために 1,000,000 1,000,000 課外活動補助

国際交流プログラムのために 1,000,000 1,000,000 海外研修補助

ICT教育推進のために 1,000,000 1,000,000

被災地訪問プロジェクトのために 0 300,000 指定寄付

小　　　　　　計 6,000,000 6,300,000

法人 学園史料室のために 1,000,000 1,000,000

花と平和のミュージアムのために 1,000,000 800,000

小　　　　　　計 2,000,000 1,800,000

14,450,000 17,630,000

(2019年3月31日現在）

　2018年度収入 26,519,538

　2018年度支出 17,630,000

　2018年度要組入額 8,889,538

≪恵泉フェロシップ特定資産残高≫
（単位　円）

2017年度末残高 70,258,426

2018年度特定資産取崩 4,022,414

2018年度特定資産組入 12,911,952

2018年度末残高 79,147,964

2018度恵泉フェロシップ募金テーマと配分額について

合　　　　　　　　　計
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（７）補助金の状況 

 補助金の状況は以下のとおりである。 

 

  

 

（８）収益事業の状況 

「恵泉園芸センター」（東京都港区神谷町）において花卉販売及びフラワーアレンジメントスクール

の収益事業を行っている。 

 

 

  

(単位：千円）

差異

（A)－（B)

国庫 78,255 56,507 21,748

地方公共団体 385,110 385,348 -238

東京都私学財団 48,500 76,039 -27,539

合計 511,865 517,894 -6,029

予算（A) 決算（B)補助金

貸借対照表 （単位：千円）

2013
年度末

2014
年度末

2015
年度末

2016
年度末

2017
年度末

2018
年度末

流動資産 78,249 74,413 61,097 48,307 40,047 28,415

固定資産 27,585 25,047 23,015 21,370 18,600 639

資産合計 105,834 99,460 84,112 69,677 58,647 29,054

流動負債 11,974 11,892 9,746 10,762 9,090 625

固定負債 0 0 0 0 0 0

負債合計 11,974 11,892 9,746 10,762 9,090 625

純資産合計 93,860 87,568 74,366 58,915 49,557 28,429

負債・純資産合計 105,834 99,460 84,112 69,677 58,647 29,054

損益計算書 （単位：千円）

2013
年度

2014
年度

2015
年度末

2016
年度末

2017
年度末

2018
年度末

売上高 114,775 122,940 104,863 96,008 96,652 84,461

売上原価 32,669 38,156 34,970 34,237 31,904 28,014

販売管理費 92,572 90,988 83,752 78,323 73,423 65,063

営業外損益 610 1,203 656 1,101 -683 -5,913

特別損益 1,205 -1,290 0 0 0 -6,599

当期純利益 -8,651 -6,291 -13,203 -15,451 -9,358 -21,128
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（９）財産目録（概要）

 

15,741,189,378 円
12,055,473,692 円
3,656,662,028 円

29,053,658 円
1,681,364,800 円

14,059,824,578 円

一 資産
（一） 基本財産 12,055,473,692 円

1 土地 122,648 ㎡ 6,244,758,089 円

世田谷校地 17,329 ㎡ 643,580,411 円
伊勢原校地 20,559 ㎡ 93,317,861 円
多摩校地 51,606 ㎡ 4,490,123,096 円
町田校地 15,898 ㎡ 859,251,511 円
軽井沢校地 4,883 ㎡ 15,572,420 円
蓼科校地 12,358 ㎡ 142,500,000 円
その他 15 ㎡ 412,790 円

2 建物 63,713 ㎡ 3,801,361,504 円

（１） 世田谷校舎他 21,793 ㎡ 1,992,514,636 円
（２） 多摩校舎他 33,325 ㎡ 1,487,315,201 円
（３） 伊勢原校舎他 8,122 ㎡ 318,232,620 円
（４） 蓼科研修棟他 473 ㎡ 3,299,047 円

3 図書 256,654 冊 1,042,816,452 円
4 教具・工具・備品 15,843 点 262,574,772 円
5 その他 703,962,875 円

（二） 運用財産 3,656,662,028 円
1 預金、現金 878,051,862 円

現金　現金手許有高 6,144,370 円
普通預金 720,769,940 円
当座預金 4,795,735
定期預金 146,341,817 円

2 積立金 2,617,306,183 円
3 有価証券 88,023,001 円

債券 88,023,000 円
株式 1 円

3 その他 73,280,982 円

（三） 収益事業用財産 29,053,658 円
1 設備造作 192,801 円
2 その他 28,860,857 円

総額 15,741,189,378 円

二 負債
1 固定負債 1,034,799,791 円

（１）長期借入金 305,525,000 円
日本私立学校振興・共済事業団 277,720,000 円
株式会社三井住友銀行 27,805,000 円

（2）退職給与引当金 729,274,791 円

2 流動負債 645,940,191 円

（１）短期借入金 166,644,000 円
（２）前受金 372,190,000 円
（３）未払金 28,930,560 円
（４）その他 78,175,631 円

3 収益事業負債 624,818 円

総額 1,681,364,800 円

正味資産（資産総額-負債総額） 14,059,824,578 円

財　産　目　録
2019年3月31日

区分 金額

Ⅱ　負債総額
Ⅲ　正味財産

Ⅰ　資産総額
   内　　　（一）　基本財産
　　　　　　（二）　運用財産
　　　　　　（三）　収益事業用財産
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４．監事による監査報告書
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※補足  学校法人の計算書類 

 

資金収支計算書 

資金収支計算書は、①当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容、②当該会計年

度における支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出のてん末、を

明らかにすることを目的として作成しています。 

資金収入 

学生生徒等納付金収入 授業料等、学生生徒に対する教育サービスの対価として徴収したものです。 

手数料収入  学校が用役を提供した対価として徴収する料金です。 

寄付金収入  学校法人が寄付金として収受したものです。 

補助金収入  国、地方公共団体及びこれに準ずる団体から交付される補助金です。 

資産売却収入  学校法人が持っている固定資産を売却したときに発生する収入です。 

付随事業・収益事業収入 学校法人の付帯事業で発生する、受託研究や収益事業で得られる収入です。 

受取利息・配当金収入 基金の運用によって得られた収入や、その他の預金、貸付金等の利息、金融商品の運

用利息・配当などの収入です。 

雑収入 上記以外の収入で学校法人の負債とならない収入です。主に退職金財団交付金や学校

の施設貸出の使用料等です。 

借入金収入  借入金、学校債による収入です。 

前受金収入 当該会計年度に収受した収入が、翌会計年度以後の諸活動に対応するもので、主に翌

年度入学する学生生徒の入学金等です。 

その他の収入 上記の収入科目に含まれない収入で、資産・負債科目の増減をもたらすものです。主

に特定資産の取り崩しによる収入、預り金収入等です。 

資金収入調整勘定 当年度の諸活動に対応する収入ですが、資金の収入が当年度中に行われず、前年度ま

たは翌年度に行われる収入項目に対応する勘定です。 

資金支出 

人件費支出  学校法人との雇用契約に基づく教職員等への支出です。 

教育研究経費支出 教育研究に直接要する経費です。 

管理経費  教育研究のための間接的な経費または教育研究に関係しない経費です。 

借入金等利息支出 借入金及び学校債に係る利息支出です。 

借入金等返済支出 借入金及び学校債に対する元本部分の返済による支出です。 

施設関係支出 学校法人が使用する土地、建物、構築物等、施設を取得するための支出です。 

設備関係支出  学校法人が使用する備品、図書、車両等、設備を取得するための支出です。 

資産運用支出  学校法人の資金運用目的による支出です。 

その他の支出  上記支出項目には含まれない支出です。 

資金支出調整勘定 当年度の諸活動に対応する支出ですが、資金の支出が当年度中に行われず、前年度ま

たは翌年度に行われる支出項目に対応する勘定です。 

 

事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、事業活動収入（当該会計年度の学校法人の負債とならない収入）及び事業活

動支出（当該会計年度において消費する資産の取得価額及び当該会計年度における用役の対価）を、

教育活動、教育活動以外の経常的な活動、特別収支の３つに区分し、それぞれ区分ごとの収支差額を

求めることにより、各活動ごとの収支の内容を明らかにするとともに、当該会計年度において基本金

に組み入れる額を控除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業活動収入及び事業活動支出の

均衡の状態を明らかにすることを目的として作成しています。 

教育活動収支 
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経常的な事業活動のうち、教育活動外収支に係る収入及び支出を除いたものです。 

収入 

学生生徒等納付金 資金収支計算書に原則準じます（以下記載のない勘定科目は同様） 

手数料 

寄付金 資金収支計算書の寄付金収入から、施設設備寄付金を除き、また現物寄付を加えたも

のです。 

経常費等補助金 資金収支計算書の補助金収入から、施設設備補助金を除いたものです。 

付随事業収入 資金収支計算書の付随事業・収益事業収入から、収益事業収入を除いたものです。 

雑収入 

支出 

人件費 資金収支計算書の人件費支出から、退職金支出を除き、新たに当会計年度発生した退

職債務及び退職費用を加えたものです。 

教育研究経費 資金収支計算書の教育研究経費支出に、当会計年度の教育に係る固定資産の減価償却

額を加えたものです。 

管理経費 資金収支計算書の管理経費支出に、当会計年度の上記以外の固定資産の減価償却額を

加えたものです。 

徴収不能額等 未収入金や貸付金に対し、当年度において回収不能と判断した額及び将来の回収不能

に備えて引当金に繰り入れた額です。 

教育活動外収支 

経常的な収支のうち、財務活動（資金調達・資金運用）及び収益事業にかかる活動です。 

収入 

受取利息・配当金 

その他の教育活動外収入 主に収益事業収入です。 

支出 

借入金等利息 

その他の教育活動外支出 

経常収支差額 教育活動収支と教育活動外収支を合わせたものです。 

特別収支 

特殊な要因によって一時的に発生した臨時的なものです。 

収入 

資産売却差額  固定資産の売却額が、当該資産の帳簿残高を超える場合のその超過額です。 

その他の特別収入 施設設備のための寄付金・補助金や、過年度の収支を修正する収入です。 

支出 

資産処分差額 資産の帳簿残高が当該資産の売却額を超える場合のその超過額、及び除却損、廃棄損

です。 

その他の特別支出 災害損失や過年度の収支を修正する支出です。 

基本金組入前当年度収支差額 経常収支差額と特別収支を合わせたものです。 

基本金組入額 

学校法人が当該会計年度に取得した固定資産の価額から除却した固定資産の取得額を除いたもの、

及び学校法人がその諸活動の継続的な維持のために保持すべき金融資産として当該会計年度に組

み入れた額です。 

当年度収支差額 

基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を除いたものです。 

 

貸借対照表 

貸借対照表は、当該会計年度末時点における資産、負債、純資産（基本金、繰越収支差額）の状態を

表示し、財政状態を明らかにすることを目的として作成しています。 
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資産の部 

固定資産 年度末後、１年を超えて使用される資産で、有形固定資産、特定資産、その他の固定

資産に分類されます。 

有形固定資産  土地、建物、備品、図書等です。 

特定資産  使途が特定された預貯金、有価証券等です。 

その他の固定資産 特定資産に該当しない無形固定資産です。 

流動資産  換金性が高く、通常１年以内に資金化しうる資産です。 

負債の部 

固定負債  通常会計年度末から１年を超えて返済期限がおとずれる負債です。 

流動負債 返済期限が会計年度末から１年以内に到来する負債や、翌年度に入学する学生生徒の

入学金等を受け入れた前受金等です。 

純資産の部 

基本金 学校法人が設立され、その教育活動を安定的・永続的に営み、発展させていくための

財産的基盤です。 

繰越収支差額  各会計年度の事業収支に基本金の取引を加えた額の累計です。 
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